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第１部 総論 

第１章 交通安全計画の策定 

１ 計画策定の趣旨 

埼玉県交通安全対策会議は、県内の交通安全対策の総合的かつ計画的な推進を図

るため、交通安全対策基本法に基づき、昭和 46 年以降、５年ごとに９次にわたり

「埼玉県交通安全計画」を策定し、埼玉県、埼玉県警察及び関係行政機関等が一体

となって、各種対策を強力に推進してきました。 

その結果、平成 27年中の県内における交通事故死者数は 177人となり、昭和 45

年の 845人の約５分の１の水準にまで減少しました。 

一方、未だに交通事故で亡くなった方や怪我をされた方は３万人を超え、交通事

故件数も依然として高い水準で推移しており、今後もより一層の交通事故の抑止を

図っていく必要があります。また、2020年には本県も開催予定地に含まれている東

京オリンピック・パラリンピック競技大会が開催されるため、公共交通機関等の鉄

道交通の安全を確保していくことも必要です。 

本計画は、「人優先」の交通安全思想を基本とし、科学的な交通事故の調査・分析

や交通安全対策に関する評価・予測等を行い、その成果を踏まえ、適切かつ効果的

な交通安全に関する諸施策について、県民の理解と協力のもと、国、県、市町村、

関係機関・団体が緊密な連携を図り、強力に推進していくため、策定するものです。 

 

２ 第９次埼玉県交通安全計画の成果 

第９次計画では道路交通について、「平成 27年までに、年間の交通事故死者数を

125人以下とすること及び、人口 10万人当たりの交通事故死傷者数を 525人以下と

すること」の２つの目標を設定しました。 

平成 27年中の交通事故死者数は、177人で平成 22年の 198人から約１割減少さ

せたものの、125人以下とする目標については、残念ながら達成できませんでした。

一方、人口 10万人当たりの死傷者数は、負傷者数が大きく減少したことから、平成

26年に 523人となり、初めて目標を達成し、平成 27年もさらに減少し、501人と

なりました。 

鉄道及び踏切事故については、「事故件数の確実な減少により死傷者数の減少を

目指す」ことを目標としました。近年の事故件数は増加傾向にあるものの、乗客死

亡事故は発生しませんでした。 
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３ 計画の期間 

平成 28年度（2016年度）から平成 32年度（2020年度）までの５か年計画とし

ます。 

 

４ 計画のポイント 

埼玉県交通安全計画は、国の第 10 次交通安全基本計画に基づき、本県及び本県

を管轄する国の指定地方行政機関が実施する陸上交通の安全に関する施策等が記

載され、市町村交通安全対策会議等が策定する交通安全計画の指針となるものです。 

また、各種対策をより効果的に実施するため、できる限り県民の行動指針となる

よう配慮しました。 

 

５ 実施計画の策定 

埼玉県交通安全対策会議は、交通安全対策基本法に基づき、前年の社会情勢や県

内の交通事故状況等を踏まえて、毎年度、「埼玉県交通安全実施計画」を策定します。

実施計画には、当該年度に実施する交通安全に関する事業や活動等を具体的に記載

します。 
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第２章 交通事故等の状況 

１ 道路交通事故 

( 1)  道路交通事故の状況 

平成 27年中の全国の交通事故死者数は、平成 12年以来 15年振りに増加となりまし

た。県内の交通事故死者数は、平成 22年に 200人を下回って以降、おおむね減少傾向で

推移しているものの、平成 27年は４年振りに増加に転じました。 

人身事故件数は平成 17年をピークに減少傾向で推移しており、平成 27年中の人身事

故件数は平成４年以降、負傷者数は平成元年以降最少で、いずれも５年連続の減少とな

りました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 交通事故発生件数等の推移 

 

表１ 10万人当たりの交通事故死者数等の推移 

            年 

区分 
23 24 25 26 27 

人口 10万人当たりの死傷者数  635  606   568  523 501  

   全国ワースト順位 27 27 27 28  22  

（注）人口は、各年 10月 1日現在の推計人口。但し、平成 27年は前年 10月 1日現在。 

   

(2)  埼玉県における道路交通事故の特徴 

本県における死亡事故には、「高齢者の事故」、「自転車・歩行者の事故」、「交差点の事

故」が多いという特徴があります。 

ア 交通事故死者の４割以上は高齢者 

平成 27年中の交通事故による死者を年齢層別に見ると、全死者の 45.8％が 65歳

以上の高齢者で、平成 19年以降、９年連続して４割を超えています。高齢死者の内

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27
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訳は、歩行中が 40人、自転車乗用中が 19人、四輪車乗車中が 16人等となってお

り、歩行中及び自転車乗用中の死者が 72.8％を占めています。 

 

 

図２ 年齢層別の交通事故死者数の推移 

 

イ 自転車・歩行者事故の多発 

本県においては、自転車が県民の移動手段として広く利用されている一方で、自

転車の関係する事故が多発しています。近年、交通事故による自転車乗用中の負傷

者数は減少傾向にありますが、死者数は高止まり傾向にあり全国でも常にワースト

上位に位置しています。 

また、自動車と比較して弱い立場にある歩行者の死亡事故が最も多く、平成 27年

中は全死者数の 35.6％に当たる 63人が歩行中に亡くなっています。 

 

表２ 自転車乗用中の交通事故死者数等の推移 

          年 

区分 
23 24 25 26 27 

 死   者   数   44   42   42   31   42 

 全国ワースト順位    2    3    2    4   3  

負 傷 者 数   12, 050  10, 878   9, 956   9, 223   8, 589 

 

表３ 事故状態別の交通事故死者数（平成 27年） 

状態別 四輪車 自動二輪車 原付車 自転車 歩行者 合 計 

死者数（人） 34 28 10 42 63 177 

構成率（％） 19.2% 15.8% 5.6% 23.7% 35.6% 100.0% 
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ウ 交差点で死亡事故が多発 

本県における死亡事故は、単路等に比べ交差点（付近を含む。）での発生率が高く、

平成 27年は 65.1％が交差点で発生しており、全国平均に比べて 16.2 ポイント高い

状況にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 道路形状別の交通死亡事故件数の推移 

 

２ 鉄道事故 

本県における鉄道の運転事故は、列車の衝突や脱線等の重大事故は発生していな

いものの、ホームでの事故等は増加傾向にあり、平成 26年度は 58件となっていま

す。 

鉄道は、県民生活に欠くことのできない交通手段であり、列車の運行が高速・高

密度で運行されている現在の鉄道においては、ひとたび列車の衝突や脱線等が発生

すると、多数の死傷者を生じるおそれがあります。 

このため、県民が安心して利用できる、一層安全で安定した鉄道輸送を目指し、

重大な列車事故やホームでの事故への対策等、各種の安全対策を総合的に推進して

いく必要があります。 

 

表４ 鉄道運転事故件数等の推移 

      年度 

区分 
22 23 24 25 26 

件 数 35 48 31 29 58 

死 者 数 9 14 17 5 22 

負傷者数 16 30 16 18 33 
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61.4% 59.9% 57.1% 56.5% 65.1%

47.8% 48.8% 46.3% 48.0% 48.9%
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３ 踏切事故 

本県における踏切事故は、昭和 38 年をピークに長期的には減少傾向にあり、平

成 26年度は、発生件数 11件となりました。 

 

表５ 踏切事故件数等の推移 

      年 

区分 
22 23 24 25 26 

件 数 17 18 9 9 11 

死 者 数 2 5 7 1 7 

負傷者数 5 9 4 2 1 
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第３章 第 10 次埼玉県交通安全計画の目標 

 

平成 32年までに 

( 1)  年間の交通事故死者数を 125人以下とする。 

( 2)  人口 10万人当たりの交通事故死傷者数を 366人以下とする。 

 

交通事故ゼロの安心・安全な埼玉を達成することが究極の目標ですが、一朝一夕

にこの目標を達成することは困難であると考えられることから、本計画の計画期間

である平成 32年までに年間の交通事故死者数を 125人以下、人口 10万人当たりの

死傷者数を 366人以下とすることを目指します。 

さらに、死傷者数の減少割合を高齢者及び自転車それぞれについて、全体の死傷

者数の減少割合以上に減少させることを目指します。 

本計画では、国の第 10次交通安全基本計画における「平成 32年までに年間の交

通事故死者数を 2,500 人以下、死傷者数を 50万人以下」とする２つの目標及び県

の実情を踏まえ、本県における目標を設定しました。 

また、鉄道及び踏切事故については、引き続き事故件数の確実な減少により死傷

者数の減少を目指します。 
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第４章 交通安全対策の重点 

１ 高齢者及び子供の安全確保 

今後も訪問型の交通安全教育や子供、孫の３世代が交通安全をテーマに交流する

世代間交流などの高齢者に対する交通安全教育を引き続き推進します。また、高齢

者人口の増加に伴い、高齢運転者に起因する交通事故の比率が高まることが予想さ

れるため、運転免許証更新時等における高齢者講習等の各種講習を充実させるなど、

高齢運転者に対する交通安全教育をより一層推進します。 

子供の交通事故を防止するため、参加・体験・実践型の交通安全教育や通学路に

おける歩道等の整備を引き続き推進します。 

 

２ 自転車及び歩行者の安全確保 

平成２４年４月１日に施行された埼玉県自転車の安全な利用の促進に関する条

例に基づいて、自転車の安全利用を推進します。また、自動車や歩行者と自転車利

用者の共存を図るため、自転車レーン等の自転車通行空間の整備を推進します。 

また、歩行者の交通事故を防止するため、歩行中の事故類型に即した交通安全教

育などや最高速度 30 キロメートル毎時の区域規制を前提としたゾーン３０対策等

を推進します。 

 

３ 交通事故が起こりにくい環境づくり 

交通事故の約６割が交差点及びその付近において発生していることなどから、右

折帯を設置し、交通事故状況等を考慮して、信号機を新設、あるいは既設の信号機

を歩車分離式信号機に更新する等、交差点整備を重点的に実施します。 

また、道路交通の安全性等の向上を目的とする高度道路交通システム（ＩＴＳ）

の研究開発や積極的な活用を推進するとともに、各季の交通安全運動等を県民総ぐ

るみで実施し、交通安全意識の醸成を図ります。 
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第５章 計画の推進体制 

１ 行政機関 

( 1)  埼玉県 

県は、計画施策を着実に推進するとともに、国の地方行政機関や市町村、交通関係団

体等で組織する埼玉県交通安全対策協議会を中心として、総合的、一体的な交通安全対

策を推進します。 

また、市町村や交通関係団体等の交通安全対策を積極的に支援するとともに、交通安

全活動を促進します。 

 

( 2)  国の地方行政機関 

埼玉県の区域を管轄する国の地方行政機関は、計画施策を推進するとともに、県、市

町村、交通関係団体等と連携、協力して必要な事業を推進します。 

 

( 3)  市町村 

市町村は、この計画の趣旨及びこの計画に定める施策を踏まえ、各地域の交通情勢や

住民の生活に応じて、きめ細かな事業を実施するとともに、それぞれの地域の他の行政

機関や交通関係団体等と連携し、地域の実情に応じた効果的な交通安全対策を推進しま

す。 

 

２ 事業者、交通関係団体、ボランティア等 

交通安全対策を推進する上で、事業者は大きな役割を果たしています。特に、業

務用自動車を運行する事業者は、事業所を中心として安全運転講習会を実施するほ

か、安全運転管理者、運行管理者等を通じた交通安全教育を推進するなど、交通事

故の防止に努めることが求められます。 

また、鉄道事業者は、鉄道や踏切道の安全確保に大きな責任を負っています。 

そのため、鉄道事業者は、行政機関等と十分連携し、鉄道交通の一層の安全確保

に努めることが求められます。 

さらに、地域における交通関係団体、ボランティア等が行う交通安全活動の効果

は極めて大きいものがあるので、それぞれの地域の市町村や警察署と連携して、主

体的に、あるいは相互に協力しながら、効果的な交通安全対策を進めることが求め

られます。 
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３ 県民 

交通事故ゼロの「安心・安全 埼玉」を実現するためには、県民一人ひとりが「自

分の身は自分で守る」ことを心がけることが大切です。 

交通ルールの遵守とマナーの実践を習慣とすることは、「自分の身は自分で守る」

ことにつながります。交差点では、いつもは車が通らない道であっても、まず自分

が一時停止と左右確認を行ってください。また、夜間に外出する際は反射材を身に

付けるなど「自分のできることから始める」ことが求められます。 
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第２部 講じようとする施策 

 

第１章 人と環境にやさしい道路交通環境の整備 

 

第２章 交通安全思想の普及徹底 

 

第３章 安全運転と車両の安全性の確保 

 

第４章 道路交通秩序の維持 

 

第５章 救急・救助活動の充実 

 

第６章 被害者支援の推進 

 

第７章 調査研究の推進 

 

第８章 鉄道と踏切道の安全確保 
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第１章 人と環境にやさしい道路交通環境の整備 

 

≪施策の体系≫ 

 

 

(４) 子供の遊び場等の確保

(５) 無電柱化の推進

４　自転車利用環境の総合的整備

５　高度道路交通システムの活用

６　交通需要マネジメントの推進

７　災害に備えた道路交通環境の整備

９　その他の道路交通環境の整備

(４) 違法駐車防止気運の醸成・高揚

(５) ハード・ソフト一体となった
　   駐車対策の推進

(１) 道路法非適用道路に係る
     交通安全施設の整備

(２) 交通公害の防止

(３) 道路占用及び道路使用の適正化

(４) 災害発生時における情報提供の充実

(１) 秩序ある駐車の推進

(２) 駐車施設等の整備

8　総合的な駐車対策の推進

(１) 公共交通機関の利用の促進

(２) 放置自転車等の解消

(３) 駅周辺等の自転車駐車場の整備

(３) 既存駐車施設等の活用促進

(２) 自動車の効率的利用の促進

(１) 災害に備えた道路の整備

(２) 災害に強い交通安全施設等の整備

(３) 災害発生時における交通規制

(１) 生活道路における交通安全対策の推進

(２) 通学路等における安全対策

(３) 道路交通環境のバリアフリー化の推進

２　交通安全施設等の整備

(１) 自転車通行空間の整備

３　効果的な交通規制の推進 (３) 幹線道路における交通規制

(４) 高速道路における交通規制

(５) 合理的な交通規制の推進

１　人優先の安心・安全な歩行空間の整備

(１) 道路ネットワークの整備と
     規格の高い道路の利用促進

(２) 交通安全施設等整備事業の推進

(３) 道路交通環境整備への住民参加の促進

(１) 地域の交通実態等を踏まえた交通規制

(２) 安全で機能的な都市交通確保のための
   　交通規制
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第１章 人と環境にやさしい道路交通環境の整備 

 

これまでの交通安全対策により、本県の交通事故は近年減少傾向にあるが、交通

事故死者を状態別でみると、歩行者が最も多く、歩行者の視点からの道路整備や交

通安全対策をさらに強化する必要があります。 

また、近年、自転車は排気ガスや騒音を出さない環境にやさしい交通手段として

見直されつつあるとともに、健康志向の高まりを背景にその利用ニーズが増加して

います。このため、特に交通の安全を確保する必要がある道路において、自動車、

自転車、歩行者等の異種交通が分離された安全な道路交通環境の整備を推進します。 

 

１ 人優先の安心・安全な歩行空間の整備 

( 1)  生活道路における交通安全対策の推進 

関係機関 県県土整備部、県警察本部 

交通事故分析データや、地域の意見や要望等に基づき抽出した交通事故の多いエリア

においては、道路管理者及び公安委員会が連携して、歩行者等の安全確保や通過交通の

排除及び最高速度 30 キロメートル毎時の区域規制等を前提としたゾーン３０対策等に

取り組み、子供や高齢者等が安心して通行できる道路空間等の整備を推進します。 

また、公安委員会が実施する交通規制及び交通管制との連携を強化し、ハンプやクラ

ンク等車両速度を抑制する道路構造等により、歩行者や自転車が安心して通行できる道

路空間の整備を推進します。 

 

( 2)  通学路等における安全対策 

関係機関 県県土整備部 

児童生徒の安全を確保するため、通学路における歩道やガードレール等の交通安全施

設の整備を推進するとともに、通学路安全総点検を実施し、利用者の視点からの交通安

全対策を推進します。 

 

( 3)  道路交通環境のバリアフリー化の推進 

関係機関 
関東地方整備局、県企画財政部、県福祉部、県県土整備部、 

県警察本部 

高齢者や障害者を含め全ての人が安全に安心して参加・活動できる社会を実現するた
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め、音響式信号機や歩車分離式信号等のバリアフリー対応型信号機、信号灯器のＬＥＤ

化、道路標識の高輝度化等を推進します。 

また、「バリアフリー新法」、「埼玉県福祉のまちづくり条例」等に基づき、駅や公共施設

等重点整備地区の整備、歩道の段差改善等、バリアフリーに配慮した道路整備や適正な維

持管理等を推進します。 

特に、バリアフリー新法で定められた重点整備地区内の重要な道路等については、歩

行空間のバリアフリー化を重点的かつ一体的に整備を促進します。 

 

２ 交通安全施設等の整備 

交通安全施設等の整備については、体系的な道路網の整備により生活道路及び幹

線道路の適切な機能分担を図るとともに、効果的・効率的に事故を減少させる観点

から、事故が多発しているなど緊急に交通の安全を確保する必要がある箇所を重点

的に実施します。特に、幹線道路において集中的な交通事故防止対策を実施するた

め、死傷事故率等が高い交差点や単路部を事故危険箇所として、優先的に各種対策

を促進します。 

 

( 1)  道路ネットワークの整備と規格の高い道路の利用促進 

関係機関 
関東地方整備局、県県土整備部、県都市整備部、 

東日本高速道路株式会社関東支社 

居住地域内の生活道路における交通安全を向上させるため、体系的な道路網の整備に

より生活道路と幹線道路の適切な機能の分担を図るとともに、他の交通機関との連携強

化を図る道路整備を推進します。 

また、一般道路に比べて安全性が高い高規格幹線道路の利用促進を図ります。 

 

ア バイパス及び環状道路の整備 

市街地内の通過交通の排除と交通の効果的な分散により、交通事故の防止や交通

渋滞の解消を図るため、バイパスや環状道路の整備を推進します。 

 

イ 道路の拡幅 

安全で快適な交通を確保するため、狭隘な道路の改善や 4車線化を推進します。 

 

ウ 規格の高い道路の利用促進 

高速道路等の規格の高い道路の利用を促進するため、スマートインターチェンジ
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の導入やインターチェンジへのアクセス道路の整備等を推進します。 

 

( 2)  交通安全施設等整備事業の推進 

関係機関 関東地方整備局、県県土整備部、県警察本部 

交通の安全を確保する必要性が高い道路については、「社会資本整備重点計画（平成 27

年 9月 18日閣議決定）」に基づき、道路管理者及び公安委員会が連携し、重点的、効果

的かつ効率的に交通安全施設等整備事業を推進することにより、交通環境を改善し、交

通事故防止と交通の円滑化を図ります。 

 

【道路管理者が実施する事業】 

ア 交差点整備の推進 

県内の交通事故の約６割が交差点及び交差点付近で発生していること、また右折

帯のない交差点は交通渋滞の大きな要因となっていることから、右折帯を設置する

等の交差点整備を重点的に実施します。 

 

イ 幹線道路における事故対策の推進 

 (ｱ)  事故ゼロプラン（事故危険区間重点解消作戦）の推進 

事故ゼロプランの実施に当たっては、効率的・効果的な実施に努め、死傷事

故率の高い区間や地域の交通安全の実情を反映した区間等、第三者の意見を参

考に選定します。さらに、地域住民等に対し、事故危険区間についての広報を

行うとともに、事故データにより、事故類型や事故要因等を明らかにした上

で、効果の高い対策を立案します。また、対策完了後は、対策の効果を分析・

評価し、必要に応じ追加対策を行う等、評価結果を基に新たな対策を実施しま

す。 

(ｲ)  事故危険箇所対策の推進 

事故の発生割合の大きい幹線道路の区間を指定し、都道府県公安委員会と道

路管理者が連携し、事故抑止対策を実施します。事故危険箇所においては、歩

道等の整備、交差点改良、視距の改良及び防護柵、区画線の設置、視線誘導標

の設置等の対策を推進します。 

 

ウ 通学路の整備 

児童生徒の安全を確保するため、通学路における歩道やガードレール等の交通安

全施設の整備を推進するとともに、通学路安全総点検を実施し、利用者の視点から
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の交通安全対策を推進します。 

 

エ 自転車通行空間の整備 

広い路肩等、既存の道路幅員を活用し、自転車の通行量や自転車事故が多い等、

交通安全対策の必要な箇所において、自転車レーン等の自転車通行空間の整備を推

進します。 

 

オ 安全で快適な道路交通の確保 

過労運転に伴う事故を防止するため、関係機関と連携して「道の駅」等の休憩施

設の整備を推進します。 

また、重要な幹線道路の交差点及び交差点付近においてルート番号等を用いた案

内標識の設置や案内標識の英語表記改善により、国際化への対応等、利用者の立場

に立ち、系統的で誰にも分かりやすい案内標識の整備を推進します。 

 

【公安委員会が実施する事業】 

ア 交通安全施設等の戦略的維持管理 

整備後長期間が経過した信号機等の老朽化対策が課題となっていることから、平

成 27年に県において策定された「県有資産総合管理方針」等に即して、点検結果に

基づく計画的な老朽施設の更新、不要な施設の撤去等を推進し、維持管理費の削減

等を図ります。 

 

イ 信号機の整備 

道路の構造及び交通の実態等を勘案して、交通事故多発交差点、事故危険箇所等

に信号機を設置するほか、既設の信号機については、信号灯器のＬＥＤ化及び歩車

分離式信号機の導入を推進します。 

 

ウ ＩＴＳの推進による安全で快適な道路交通環境の実現 

交通情報の収集・分析・提供や交通状況に即応した信号制御を行うため、交通管

制システムの充実・改良を図ります。具体的には、交通管制システム中央装置の端

末対応装置化を図るほか、高度化光ビーコン等最先端の情報通信技術を用いて新交

通管理システム（ＵＴＭＳ）を推進するとともに、情報収集・提供環境の拡充等によ

り、安全で快適な道路環境の実現を図ります。 
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エ 道路標識等の整備 

安全で快適な道路交通環境を確保するため、保守点検の徹底と整理統合により、

「見やすく、分かりやすい」高輝度化標識等の整備をするとともに道路環境に即し

た整理統合を図ります。 

 

オ 道路交通環境安全推進連絡会議の活用 

関係機関との緊密な連携の下、安全な道路交通環境の整備を推進し、県内の交通

事故防止を図るために設置された「埼玉県道路交通環境安全推進連絡会議」を通じ、

道路管理者と交通管理者が一体となった交通事故防止対策を推進します。 

 

( 3)  道路交通環境整備への住民参加の促進 

関係機関 関東地方整備局、県県土整備部、県警察本部 

安全な道路交通環境の整備に当たっては、道路を利用する人の視点を生かすことが重

要であることから、道路利用者等が日常感じている意見を「標識ＢＯＸ・信号機ＢＯＸ」

（はがき、インターネット等を利用して、運転者等から道路標識等に関する意見を受け

付けるもの）、「道の相談室」等を活用して道路交通環境の整備に反映します。 

また、交通の安全は、住民の安全意識により支えられることから、安全で良好なコミ

ュニティの形成を図るために、交通安全対策に関して住民が計画段階から実施全般にわ

たり積極的に参加できる仕組みをつくり、行政と住民の連携による交通安全対策を推進

します。 

 

３ 効果的な交通規制の推進 

( 1)  地域の交通実態等を踏まえた交通規制 

関係機関 県警察本部 

一般道路においては、実勢速度、交通事故発生状況等を勘案しつつ、規制速度の引上

げ、規制理由の周知措置等を計画的に推進するとともに、生活道路においては、速度抑

制対策を積極的に推進します。 

また、駐車規制については、地域住民等の意見要望を十分に踏まえた上で、道路環境、

交通量、駐車需要等に即応したきめ細かな駐車規制を推進します 

さらに、信号制御については、横断実態等を踏まえ、歩行者の待ち時間が長い押しボ

タン式信号の改善を行う等、信号表示の調整等の運用の改善を推進します。 
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( 2)  安全で機能的な都市交通確保のための交通規制 

関係機関 県警察本部 

安全で機能的な都市交通を確保するため、計画的に都市部における交通規制を推進し、

交通流・量の適切な配分・誘導を図ります。 

また、路線バス等大量公共輸送機関の安全・優先通行を確保するための交通規制等を

推進します。  

 

( 3)  幹線道路における交通規制 

関係機関 県警察本部 

一般道路については、交通の安全と円滑化を図るため、道路の構造、交通安全施設の

整備状況、交通の状況等を勘案しつつ、最高速度規制、駐車・駐停車禁止及び追越しの

ための右側部分はみ出し通行禁止規制等について見直しを行い、その適正化を図ります。 

 

( 4)  高速道路における交通規制 

関係機関 県警察本部 

新規供用の高速道路については、道路構造、交通安全施設の整備状況等を勘案し、安

全で円滑な交通を確保するため、適正な交通規制を実施します。既供用の高速道路等に

ついては、交通流の変動、道路構造の改良状況、安全施設の整備状況、交通事故の発生

状況等を総合的に勘案して、交通実態に即した交通規制となるよう見直しを行います。 

特に、交通事故多発区間においては、大型貨物自動車等の通行区分規制、速度規制等

の必要な安全対策を推進します。 

また、交通事故、災害発生時等の交通障害発生時においては、その状況に即し、臨時交

通規制を迅速かつ的確に実施し、二次事故の防止を図ります。 

 

( 5)  合理的な交通規制の推進 

関係機関 県警察本部 

交通事故が多発する地域、路線においては、効果的な交通規制を重点的に実施します。

また、交通規制実施後の道路交通環境の変化等により、現場の交通実態と合わなくなっ

たと認める場合は、交通規制の見直しを実施します。 
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４ 自転車利用環境の総合的整備 

( 1)  自転車通行空間の整備 

関係機関 関東地方整備局、県県土整備部 

広い路肩等、既存の道路幅員を活用し、自転車の通行量や自転車事故が多い等、交通

安全対策の必要な箇所において、自転車レーン等の自転車通行空間の整備を推進します。 

 

( 2)  放置自転車等の解消 

関係機関 県県民生活部 

駅周辺等における自転車・原動機付自転車の放置問題を解決するため、放置自転車等の撤

去を行う市町村や関係機関・団体等と連携し、放置自転車等の整理・撤去の推進を図りま

す。 

 

( 3)  駅周辺等の自転車駐車場の整備 

関係機関 県都市整備部 

自転車の駐車需要の多い駅周辺の自転車駐車場を確保するため、交付金の導入等によ

り市町村が行う自転車駐車場の整備を支援します。 

 

５ 高度道路交通システムの活用 

最先端の情報通信技術等を用いて交通管理の最適化を図るため、光ビーコンの機

能を活用して新交通管理システム（ＵＴＭＳ）の整備を行うことにより高度道路交

通システム（ＩＴＳ）を推進します。 

具体的には、運転者に対し、信号情報に基づく走行支援情報を提供することで、

通過予定の交差点において予測される信号灯火等を把握したゆとりある運転を促

し、急停止・急発進に伴う事故の防止を図ること等を目的とした信号情報活用運転

支援システム（ＴＳＰＳ）等の整備を推進し、安全・快適にして環境にやさしい交

通社会の実現を目指します。 

 

 

 

関係機関 県警察本部 
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６ 交通需要マネジメントの推進 

( 1)  公共交通機関の利用の促進 

関係機関 関東運輸局、県企画財政部、県警察本部 

誰もが安心してバスや鉄道等の公共交通を利用できるよう、ノンステップバスの導入

促進、バスロケーションシステム（バスの運行状況をリアルタイムで把握し、停留所や

携帯電話等にバスの運行状況を提供するシステム）の整備、駅のエレベーター設置等に

よる利便性の向上を進め、利用者の安全を確保するとともに、パークアンドライド（鉄

道駅等に自家用車を駐車して公共交通機関に乗り継ぐ形態）等、自動車から公共交通へ

の利用転換を推進します。 

また、都市部における円滑な道路交通を確保するため、交通管制システムの機能の拡

充や公共車両優先システム（ＰＴＰＳ）の整備を継続するとともに、これらと連携した

道路整備に合わせて、公共輸送機関の優先対策を推進します。 

 

( 2)  自動車の効率的利用の促進 

関係機関 関東運輸局 

円滑で安全な道路交通の確保に資するため、相乗りや効率的な物資の輸送等を進める

とともに、混雑時間や混雑箇所を避けた自動車利用を促す等、自動車の効率的利用を促

進します。 

 

７ 災害に備えた道路交通環境の整備 

( 1)  災害に備えた道路の整備 

関係機関 関東地方整備局、県県土整備部 

地震、豪雨・豪雪等の災害が発生した場合においても安全で安心な生活を支える道路

交通を確保することとし、豪雨災害や地震等の大規模災害発生時においても、被災地の

救援活動や緊急物資輸送に不可欠な緊急輸送道路の機能を確保するため、代替道路等の

整備や橋梁の耐震化等を推進します。 

また、災害発生時に、避難場所等として地域防災計画等に位置付けられている「道の

駅」については、防災拠点としての活用を推進します。 
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( 2)  災害に強い交通安全施設等の整備 

関係機関 県警察本部 

地震、豪雨・豪雪等による災害が発生した場合においても安全な道路交通を確保する

ため、交通管制センター、交通監視カメラ、交通情報板等の交通安全施設の整備を推進

するとともに、災害発生時の停電に起因する信号機の機能停止による混乱を防止するた

め、予備電源として自動起動式交通信号用発動発電機の整備を推進します。 

 

( 3)  災害発生時における交通規制 

関係機関 県警察本部 

災害発生時は、必要に応じて緊急交通路を確保し、それに伴う混乱を最小限に抑える

ため、被災地への車両の流入抑制等の交通規制を迅速かつ的確に実施します。 

また、災害対策基本法による通行禁止等の交通規制を的確かつ迅速に行うため、信号

制御により被災地への車両の流入を抑制するとともに、迂回指示・広報を行います。 

併せて、災害の状況や交通規制等に関する情報を交通情報板等による提供や災害発生

時における混乱を最小限に抑える観点から、交通量等が一定の条件を満たす場合におい

て安全かつ円滑な道路交通を確保できる環状交差点の活用を図ります。 

 

( 4)  災害発生時における情報提供の充実 

関係機関 関東地方整備局、熊谷地方気象台、県警察本部 

災害発生時において、道路の被災状況や道路交通状況を迅速かつ的確に収集・分析・

提供し、復旧や緊急交通路、緊急輸送路等の確保及び道路利用者等への道路交通情報の

提供等に資するため、地震計、交通監視カメラ、車両感知器、道路情報提供装置、道路管

理情報システム等の整備を推進するとともに、インターネット等情報通信技術（ＩＣＴ）

を活用した道路・交通に関する災害情報等の提供を推進します。 

 

８ 総合的な駐車対策の推進 

 ( 1)  秩序ある駐車の推進 

関係機関 県警察本部 

地域住民等の意見要望を踏まえつつ、地域の交通実態等に応じた駐車規制の点検・見

直しを行うとともに、悪質性、危険性、迷惑性の高い駐車違反に重点を置いた取締りを

実施します。 



第１章 人と環境にやさしい道路交通環境の整備 

29 

また、違法駐車の状況、住民からの要望等を勘案し決定された駐車監視員活動ガイド

ライン内での、駐車監視員による放置駐車確認業務を推進するとともに、道路環境等の

変化に応じてガイドラインの見直しを図ります。 

さらに、駐車違反管理システムを効果的に運用して、運転者の責任を追及するととも

に、使用者に対する放置違反金納付命令及び繰り返し放置違反金納付命令を受けた使用

者に対する使用制限命令の積極的な活用を図ります。 

 

( 2)  駐車施設等の整備 

関係機関 県都市整備部、県警察本部 

 

ア 駐車場整備計画の策定の促進 

駐車場整備に関する調査の実施及び自動車交通が混雑する地区等において、駐車

場整備地区の指定を促進するとともに、当該地区において計画的、総合的な駐車対

策を行うため、駐車場整備計画の策定を促進します。 

 

イ 駐車場の整備 

大規模な建築物に対し駐車施設の整備を義務付ける附置義務条例の制定を促進し

ます。また、自動二輪車も駐車できる駐車場の整備を促進します。 

 

ウ 保管場所の確保 

適正な保管場所の確保と格納の徹底を図るため、保管場所管理システムを活用し

て保管場所の調査を迅速かつ適正に実施するとともに、青空駐車の取締りを推進し、

保管場所を確保していない車両の一掃を図ります。 

 

( 3)  既存駐車施設等の活用促進 

関係機関 県県民生活部、県警察本部 

駐車場案内・誘導システムによる駐車施設の位置や満空情報の提供、公共施設附置駐

車場の休日一般開放等、既存駐車場の有効利用を図るほか、パーキング・メーター等の

適正な運用を図ります。 
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( 4)  違法駐車防止気運の醸成・高揚 

関係機関 県県民生活部、県警察本部 

違法駐車の排除及び適正な自動車の保管場所の確保等に関し、あらゆる機会を通じて

県民への広報・啓発活動を行うとともに、関係機関・団体との密接な連携を図り、地域

交通安全活動推進委員の積極的な活用等により、住民の理解と協力を得ながら違法駐車

を排除しようとする気運の醸成・高揚を図ります。 

 

( 5)  ハード・ソフト一体となった駐車対策の推進 

関係機関 県産業労働部、県県土整備部、県都市整備部、県警察本部 

駐車需要への対応が十分でない場所を中心に、地域の駐車管理構想を見直し、道路環

境、交通実態、地域の意見要望を十分に踏まえた駐車規制の点検・改善、道路利用者や

関係事業者等による自主的な取組を促進するとともに、違法駐車の取締り、積極的な広

報・啓発活動等のハード・ソフト一体となった総合的な駐車対策を推進します。 

 

９ その他の道路交通環境の整備 

( 1)  道路法非適用道路に係る交通安全施設の整備 

関係機関 県農林部 

農道や森林管理道等の道路法が適用されない道路については、状況に応じて防護柵や

道路反射鏡その他これらに類する交通安全施設等の整備を推進します。 

また、建設中の道路については、関係車両以外の通行を制限する措置を講じます。 

森林管理道等については、レクリエーションを目的とする都市住民等の利用のほか、

自転車利用者の増加も見込まれることを念頭に、注意喚起看板や落石防止柵等の安全施

設を設置する等事故防止に努めます。 

 

( 2)  交通公害の防止 

関係機関 関東運輸局、県環境部 

自動車を原因とする大気汚染や騒音・振動等の交通公害を防止するため、法律や条例

に基づく規制や低公害車への買い換え促進を図るとともに、アイドリング・ストップの実

施や、急発進・急加速の防止等のエコドライブを推進します。 

また、自動車から排出される二酸化炭素等の削減を図り、地球温暖化の防止に努めま

す。 
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( 3)  道路占用及び道路使用の適正化 

関係機関 県県土整備部、県警察本部 

安全で円滑な道路交通環境を確保するため、不法占用物件等に対しては、指導取締り

による速やかな原状回復を図るとともに、沿道住民等への啓発活動を推進します。 

また、道路占用及び道路使用許可にあたっては、道路本来の機能を確保するため、無

秩序な道路工事等を抑制するとともに、許可条件履行の確認を徹底する等、許可の適正

化を図ります。 

さらに、道路における駐車場所、交通規制及び道路使用許可に関する調査等、県交通

安全活動推進センターが行う事務の充実について指導・監督を強化し、道路使用の適正

化を図ります。 

 

( 4)  子供の遊び場等の確保 

関係機関 県都市整備部、県教育局 

子供の遊び場の不足を解消し、路上遊戯等による交通事故を防止するとともに、都市

における良好な生活環境づくり等を図るため、社会資本整備重点計画等に基づき、住区

基幹公園等の整備を推進します。 

さらに、繁華街、小住宅集合地域、交通頻繁地域等、子供の遊び場等の環境に恵まれな

い地域またはこれに近接する地域に、優先的に、主として幼児及び小学校低学年児童を

対象とした児童館及び児童遊園を設置するとともに、公立の小学校、中学校及び高等学

校の校庭及び体育施設、社会福祉施設の園庭等の開放の促進を図ります。 

 

( 5)  無電柱化の推進 

関係機関 関東地方整備局、県県土整備部 

安全で快適な通行空間の確保、良好な景観・住環境の形成、電柱の倒壊による災害の

防止、情報通信ネットワークの信頼性の向上等の観点から、道路新設、拡幅等を行う際

の同時整備を含め、無電柱化を推進します。 
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第２章 交通安全思想の普及徹底 

 

≪施策の体系≫ 

  

 

(１) 高齢者に対する交通安全教育

(２) 高齢運転者に対する交通安全教育

(３) 危険ドラッグ対策の推進

５　交通安全教育指導者の養成・活用

(１) シートベルト及びチャイルドシートの
　   着用等の徹底

７　交通安全に関する普及啓発活動の推進

(３) 高齢者保護ネットワークの促進

１　高齢者に対する交通安全教育の推進

(１) 若者に対する交通安全教育

(２) 成人に対する交通安全教育

(３) 障害者に対する交通安全教育

４　地域ぐるみの交通安全教育の推進

３　成人等に対する交通安全教育の推進

２　子供に対する交通安全教育の推進

(３) 中学生に対する交通安全教育

10　交通事故被害者等と連携した交通安全教育の推進

８　県民総ぐるみの交通安全運動等の推進

(２) 飲酒運転の根絶

(４) 夕暮れ時・夜間の交通事故防止対策の
   　推進

(５) 交通事故ゼロを意識した
　　 効果的な広報の徹底

６　自転車の安全利用の推進

９　民間交通安全団体等の主体的活動の促進

(４) 外国人に対する交通安全教育

(１) 幼児に対する交通安全教育

(２) 小学生に対する交通安全教育

(４) 高校生に対する交通安全教育

(１) 自転車安全利用五則等を活用した
　   交通ルールの周知

(２) 自転車運転者講習制度の適切な運用

(３) 自転車用ヘルメットの普及促進

(４) 自転車運転免許制度の活用

(５) 幼児二人同乗用自転車の普及促進
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第２章 交通安全思想の普及徹底 

 

交通安全教育は、自他の生命尊重という理念の下、県民一人ひとりが交通社会

の一員としての責任を自覚するとともに、交通安全意識の高揚、交通ルールと正

しい交通マナーを遵守し、相手の立場を尊重し、ほかの人々や地域の安全にも貢

献できる良き社会人を育成する上で、重要な意義を有しています。 

また、人優先の交通安全思想の下、自動車と比較して弱い立場にある歩行者等

の安全を一層確保するため、思いやりの心を育むとともに、交通事故被害者等の

痛みを思いやり、交通事故の被害者にも加害者にもならない意識を育てることが

重要です。 

交通安全意識を向上させ、正しい交通マナーを身に付けるためには、人間の成

長過程に応じた段階的かつ体系的な交通安全教育を推進します。 

また、高齢化が進展する中で、高齢者自身の交通安全意識の向上を図るととも

に、他の年代に対しても高齢者の特性を知り、高齢者に配慮する意識を高めるた

めの啓発指導も重要になっています。 

 

１ 高齢者に対する交通安全教育の推進 

(1)  高齢者に対する交通安全教育 

関係機関 県県民生活部、県福祉部、県警察本部 

高齢者に対する交通安全教育は、加齢に伴う心身機能の変化が歩行中・自転車乗用中

の交通行動に及ぼす影響への理解、道路及び交通の状況に応じて安全に道路を通行する

ために必要な技能及び交通ルール等の知識を習得させるほか、夜間の交通事故防止に効

果の高い反射材の普及促進を目標とします。 

特に、今まで交通安全教育を受ける機会のなかった高齢者を中心に、訪問型の交通安

全教育や子供、孫の３世代が交通安全をテーマに交流する世代間交流を促進するほか、

高齢者同士の相互啓発等による交通安全意識の高揚を図るため、交通安全教育指導者等

の養成を促進するとともに、老人クラブ等の関係団体と連携して、高齢者自身による自

主的な交通安全活動を促進します。 

また、自転車乗用中の交通事故を防止するため、参加・体験・実践型の交通安全教育を

積極的に推進します。 
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(2)  高齢運転者に対する交通安全教育 

関係機関 県県民生活部、県福祉部、県警察本部 

高齢運転者に対しては、高齢者講習及び更新時講習における高齢者学級の内容の充実

に努めるほか、高齢者に自己の運動能力や反応動作、自動車の特性等を再認識させ、関

係機関・団体、自動車教習所等と連携し、運転適性診断や運転者用機材又は実車運転体

験等による運転技能診断を実施して、診断結果に基づく個別指導を行う等の運転者教育

を推進します。 

また、相次ぐ道路の逆走や操作ミスによる事故の防止を図るため、高齢者が交通事故

の加害者になる可能性があるという観点に基づき、身体機能や認知機能の低下を知って

いただき、安全運転への意識を高めていただくとともに、自主的な運転免許の返納を促

す啓発活動等を推進します。 

 

(3)  高齢者保護ネットワークの促進 

関係機関 県県民生活部、県警察本部 

交通情勢の急激な変化、急速な都市化の進展等に対応できない高齢者が増えているこ

とから、「声掛け」により注意を喚起する活動を促進するとともに、交通事故に遭う危険

性の高い認知症高齢者等、援護を必要とする高齢者を交通事故から守るため、行政機関、

交通関係団体、タクシー・バス事業者等において、このような高齢者を発見した場合の

通報協力体制を確立するなど、高齢者保護のネットワーク化を促進します。 

また、加齢による心身機能の変化を理解させるため、医療機関と連携した取組を進め

ます。 

 

２ 子供に対する交通安全教育の推進 

( 1)  幼児に対する交通安全教育 

関係機関 県総務部、県県民生活部、県福祉部、県警察本部 

幼児に対する交通安全教育は、基本的な交通ルールを守り、正しい交通マナーを実践

する態度を身につけさせるとともに、日常生活において安全に道路を通行するために必

要な基本的な技能及び知識を習得させることを目標とします。 

また、幼稚園、保育所及び認定こども園においては、家庭や地域、関係機関・団体と連

携、協力を図りながら、保育中の事故防止及び安全対策の一環として計画的かつ継続的

な交通安全教育を行うとともに、日常の保育活動のあらゆる場面をとらえた交通安全教

育を推進します。 



第２章 交通安全思想の普及徹底 

 

35 

これらを効果的に実施するため、教職員の指導力の向上を図るとともに交通ボランテ

ィアによる通園時の安全な通行の指導等を実施します。 

 

( 2)  小学生に対する交通安全教育 

関係機関 県総務部、県県民生活部、県教育局、県警察本部 

小学生に対する交通安全教育は、心身の発達段階や地域の実情に応じて歩行者及び自

転車の利用者として必要な技能と知識を習得させるとともに、道路及び交通の状況に応

じて、安全に道路を通行するために、道路における危険を予測し、これを回避して安全

に通行する意識及び能力を高めることを目標とします。 

また、小学校においては、家庭及び関係機関・団体等と連携・協力をして、体育科、道

徳、総合的な学習の時間、特別活動等の教育活動全体を通じて、歩行者としての心得、

自転車の安全な利用、乗り物の安全な利用、危険の予測と回避、交通ルールの意味と必

要性等について重点的に交通安全教育を実施します。 

これらを効果的に実施するため、指導用参考資料を作成・配布するほか、「埼玉県子ど

も自転車運転免許制度」等を活用した参加・体験・実践型教育を実施するとともに、交

通安全教育に関する調査研究、教員等を対象とした研修会等を実施します。 

さらに、交通ボランティアによる通学時の安全な通行の指導、保護者を対象とした研

修会等を実施します。 

 

( 3)  中学生に対する交通安全教育 

関係機関 県総務部、県県民生活部、県教育局、県警察本部 

中学生に対する交通安全教育は、日常生活における交通安全に必要な事柄、特に、自

転車で安全に道路を通行するために、必要な技能と知識を十分に習得させるとともに、

道路を通行する場合は、思いやりをもって、自己の安全ばかりでなく、他の人々の安全

にも配慮できるようにすることを目標とします。 

中学校においては、家庭及び関係機関・団体等と連携・協力をして、保健体育科、道

徳、総合的な学習の時間、特別活動等の教育活動全体を通じて、歩行者としての心得、

自転車の安全な利用、自動車等の特性、危険の予測と回避、標識等の意味、応急手当等

について重点的に交通安全教育を実施します。 

このため、自転車の安全な利用等も含め、安全な通学のための教育教材等を作成・配

布するとともに、交通安全教室を一層推進するほか教員等を対象とした心肺蘇生法の実

技講習会等を実施します。 



第２章 交通安全思想の普及徹底 

 

36 

関係機関・団体は、中学校において行われる交通安全教育が円滑に実施できるよう指

導者の派遣、情報の提供等の支援を行うとともに、地域において保護者対象の交通安全

講習会や中学生に対する補完的な交通安全教育の推進を図ります。 

 

( 4)  高校生に対する交通安全教育 

関係機関 県総務部、県県民生活部、県教育局、県警察本部 

高校生に対する交通安全教育は、日常生活における交通安全に必要な事柄、特に、二

輪車の運転者及び自転車の利用者として安全に道路を通行するために、必要な技能と知

識を十分に習得させるとともに、交通社会の一員として交通ルールを遵守し、自他の生

命を尊重する等責任をもって行動することができるような健全な社会人を育成すること

を目標とします。 

高等学校においては、家庭及び関係機関・団体等と連携・協力をして、保健体育科、総

合的な学習の時間、特別活動等の教育活動全体を通じて、自転車の安全な利用、二輪車・

自動車の特性、危険の予測と回避、運転者の責任、応急手当等についてさらに理解を深

めるとともに、生徒の多くが、近い将来、普通免許等を取得することが予想されること

から、免許取得前の教育としての性格を重視した交通安全教育を実施します。 

特に、二輪車・自動車の安全に関する指導については、生徒に実態や地域の実情に応

じて、安全運転を推進する機関・団体やＰＴＡ等と連携しながら、安全運転に関する意

識の高揚と実践力の向上を図るとともに実技指導等を含む実践的な交通安全教育の充実

を図ります。このため、自転車の安全な利用等も含め、安全な通学のための教材等を作

成・配布するとともに、交通安全教室を一層推進するほか、教員等を対象とした心肺蘇

生法の実技講習会等を実施します。 

関係機関・団体は、高等学校において行われる交通安全教育が円滑に実施できるよう

指導者の派遣、情報の提供等の支援を行うとともに、地域において、高校生及び相当年

齢者に対する補完的な交通安全教育の推進を図ります。 

なお、各高等学校では、「自動二輪車等による事故・暴走行為等防止指導要項」に基づ

く指導を行い、特別な事情がある場合を除き、自動二輪車の乗車等をしないよう指導し

ます。自動二輪車等の乗車を許可された生徒に対しては、交通ルールの遵守と自動二輪

車等の安全に関する内容を適宜指導し、自他の生命の尊重を重視した指導の徹底を図り

ます。 

また、小中学校等との交流を図る等して高校生の果たしうる役割を考えさせるととも

に、交通安全活動への積極的な参加を促します。 
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３ 成人等に対する交通安全教育の推進 

( 1)  若者に対する交通安全教育 

関係機関 県県民生活部、県警察本部 

若者に対する交通安全教育は、若者の交通事故実態、交通事故加害者としての実態の

周知に重点を置き、自己の運転技量に対する正確な認識及び社会的責任を自覚させ、運

転者としての交通安全意識を高め、著しい速度超過、飲酒運転など悪質・危険な運転の

防止を図ります。 

また、若者の特性と興味に十分配慮し、若者が積極的に参加・理解しやすい効果的な

交通安全教育を推進するため、関係機関・団体とともに、二輪車及び四輪車の運転実技

教育など、参加・体験・実践型の交通安全教育を推進します。 

 

( 2)  成人に対する交通安全教育 

関係機関 県警察本部 

成人に対する交通安全教育は、自動車等の安全運転の確保の観点から、免許取得時及

び免許取得後の運転者教育を中心として行います。免許取得時の教育は、自動車教習所

における教習が中心となることから、教習水準のより一層の向上に努めます。 

また、免許取得後の運転者教育は、運転者としての社会的責任の自覚、安全運転に必

要な知識、技術、特に危険予測・回避能力の向上、さらに、交通事故被害者の心情など交

通事故の悲惨さに対する理解、交通安全意識・正しい交通マナーの向上に努めます。 

これらは公安委員会が実施する各種講習、自動車教習所等が受講者の特性に応じて実

施する運転者教育及び事業者の安全運転管理の一環として安全運転管理者、運行管理者

等が実施する交通安全教育を中心に行います。 

 

( 3)  障害者に対する交通安全教育 

関係機関 県県民生活部、県福祉部、県警察本部 

障害者に対しては、交通安全のために必要な技能及び知識の習得のため、地域におけ

る福祉活動の場を利用するなどして、障害の種類や程度に応じ、きめ細かい交通安全教

育を推進します。 
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( 4)  外国人に対する交通安全教育 

関係機関 県県民生活部、県警察本部 

国際化の進展により、本県に居住・就業する外国人の増加が続く中、外国人に対する

交通安全対策の必要性が高まっています。また、2019年のラグビーワールドカップや

2020年の東京オリンピック・パラリンピックでは、本県も開催地に含まれており、今後

来県される外国人の増加が予想されます。 

そのため、日本の交通事故実態、交通ルール等を多言語のパンフレット等を活用して

紹介するなど、広報活動を実施することにより、外国人が日本の交通社会に十分適応で

きるよう、必要な交通安全知識の普及啓発を図ります。 

 

４ 地域ぐるみの交通安全教育の推進 

関係機関 県県民生活部、県警察本部 

交通安全教育活動については、県、警察、市町村、学校、関係民間団体、地域社

会、企業及び家庭がそれぞれの特性を活かし、互いに連携を図りながら地域ぐるみ

の活動を推進します。 

このため、市町村ごとに関係機関・団体等が連携調整する場を設け、緊密な連携

による交通安全教育を推進します。 

また、警察、市町村、自動車教習所等が連携し、自動車教習所の「一日開放」等

を活用した参加・体験・実践型の交通安全教育を推進します。 

 

５ 交通安全教育指導者の養成・活用 

関係機関 県県民生活部、県教育局、県警察本部 

幼児から高齢者に至るまでの発達段階に応じ、学校、職場、家庭、地域等におい

て、実践的かつ効果的な交通安全教育を実施するためには、交通社会に参加するす

べての人々に、説得力のある指導が行える交通安全教育指導者を養成することが必

要です。 

そのため、交通安全まなび隊をはじめとした民間ボランティア、学校、職場等各

領域における指導者を対象とした研修会等の拡充を図るとともに、これらの指導者

による自発的な交通安全教育を促進します。 

また、交通安全指導者研修会の開催、学校安全研究校の委嘱、指導資料の作成・

配布等による教職員の指導力の向上及び埼玉県安全教育研究協議会等との連携を

図ります。 
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６ 自転車の安全利用の推進 

平成２４年４月１日に施行した「埼玉県自転車の安全な利用の促進に関する条例」

に基づき、自転車の安全利用を推進します。 

 

(1)  自転車安全利用五則等を活用した交通ルールの周知 

関係機関 県県民生活部、県教育局、県警察本部 

「自転車安全利用五則」（平成 19年 7月 10日 中央交通安全対策会議 交通対策本部決

定）を活用する等により、歩行者や他の車両に配慮した通行等自転車の正しい乗り方に

関する普及啓発の強化を図ります。 

自転車が道路を通行する場合は、車両としてのルールを遵守するとともに交通マナー

を実践しなければならないことの理解の向上を図り、加えて自転車の歩道通行時におけ

るルールや、スマートフォン等の操作や画面を注視しながらの乗車の危険性等について

の周知・徹底を図ります。 

また、薄暮の時間帯から夜間にかけて自転車の重大事故が多発する傾向にあることを

踏まえ、自転車の灯火の点灯を徹底し、自転車の側面等への反射材用品の取付けを促進

します。 

 

(2)  自転車運転者講習制度の適切な運用 

関係機関 県警察本部 

自転車運転者講習制度を適切に運用し、危険な違反行為を繰り返す自転車運転者に対

する教育を推進します。 

 

(3)  自転車用ヘルメットの普及促進 

関係機関 県県民生活部、県教育局、県警察本部 

キャンペーン等による自転車用ヘルメットの配布や各種広報媒体を活用して効果の周

知など、自転車用ヘルメットの普及啓発を図ります。 

 

(4)  自転車運転免許制度の活用 

関係機関 県教育局、県警察本部 

子供や高齢者等に対して「自転車運転免許制度」を活用して、自転車の安全な乗り方

等を指導することにより、自転車の安全な利用を推進します。 
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(5)  幼児二人同乗用自転車の普及促進 

関係機関 県県民生活部、県教育局、県警察本部 

幼児を同乗させる場合において安全性に優れた幼児二人同乗用自転車の普及を促進し

ます。自転車に同乗する幼児の安全を確保するため、保護者に対して幼児の同乗が運転

操作に与える影響等を体感できる参加・体験・実践型の交通安全教育を実施するほか、

シートベルトを備えている幼児用座席に幼児を乗せるときは、シートベルトを着用させ

るよう広報啓発活動を推進します。 

 

７ 交通安全に関する普及啓発活動の推進 

( 1)  シートベルト及びチャイルドシートの着用等の徹底 

関係機関 県県民生活部、県警察本部 

シートベルト着用及びチャイルドシート使用の効果、正しい着用・使用方法などにつ

いての理解を深め、後部座席を含めた全ての座席におけるシートベルト着用及びチャイ

ルドシートの正しい使用の徹底を図ります。 

このため、市町村、関係機関・団体等と連携し、あらゆる機会を通じて普及啓発活動を

展開するとともに、市町村等の支援制度により、チャイルドシートを利用しやすい環境

づくりを進めます。 

 

( 2)  飲酒運転の根絶 

関係機関 県県民生活部、県警察本部 

飲酒運転を根絶するため、県、市町村をはじめ、安全運転管理者、酒類製造・販売業

者、酒類提供飲食店等の関係機関・団体とともに、広報啓発活動を推進し、飲酒運転に

厳しい規範意識の確立を図ります。 

また、ハンドルキーパー運動を推進するとともに、飲酒の影響、飲酒習慣についての

正しい知識の普及など、総合的に飲酒運転根絶に向けた取組を推進します。 

 

(3)  危険ドラッグ対策の推進 

関係機関 県県民生活部、県保健医療部、県警察本部 

危険ドラッグ等の危険性・有害性に関するチラシ等を関係団体・市町村等へ配布する

等の普及啓発を図ります。 
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( 4)  夕暮れ時・夜間の交通事故防止対策の推進 

関係機関 県県民生活部、県警察本部 

夕暮れ時・夜間の交通事故を防止するため、自動車、自転車の前照灯の早めの点灯を

促進するとともに、歩行者・自転車利用者に対する反射材用品や自発光式ライト等の普

及を図ります。また、反射材用品等の視認効果に対する理解を深めるため、イベントで

の効果体験等を実施します。特に交通事故死者数で占める割合が高い高齢者に対しては、

特に積極的な広報活動等を通じて普及促進を図ります。 

 

( 5)  交通事故ゼロを意識した効果的な広報の実施 

関係機関 県県民生活部、県警察本部 

交通安全に関する広報については、テレビ、ラジオ、新聞、インターネット等の様々な

媒体を活用し、民間団体との協働も含め、計画的かつ継続的に実施します。 

その際、交通事故ゼロ等を踏まえた広報、日常生活に密着した内容の広報、交通事故

被害者の声を取り入れた広報など、具体的で訴求力の高い内容を重点的かつ集中的に実

施するよう努めます。 

 

８ 県民総ぐるみの交通安全運動等の推進 

関係機関 県県民生活部、県教育局、県警察本部 

県民一人ひとりに広く交通安全意識の浸透を図り、交通ルールの遵守と正しい交

通マナーの実践を習慣づけるとともに、県民自身による道路交通環境の改善に向け

た取組を県民総ぐるみで実施します。交通安全運動では、埼玉県交通安全対策協議

会の構成機関である公共機関・団体や民間企業を始め、市町村や警察署と連携して、

交通事故防止の徹底を図ります。 

また、交通安全関係団体と一体となって交通安全イベントを実施するとともに、

一定期間交通死亡事故がゼロであった県内市町村等を県、県警、県教育委員会等で

表彰し、さらなる県民の交通安全意識の向上を図ります。 

 

＜実施方法＞ 

交通安全運動の実施に当たっては、事前に運動の趣旨、実施期間、運動重点、実施計画

等について、広く県民に周知することにより、県民総ぐるみの交通安全運動を展開しま

す。 
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＜運動の重点目標＞ 

交通安全運動の重点は、高齢者の交通事故防止、交差点の交通事故防止、自転車の安

全利用の推進、飲酒運転の根絶など、本県の特徴を踏まえたものとし、夕暮れ時の交通

事故防止などの時季的な事項をも考慮に入れて設定します。 

 

＜運動の時期＞ 

県民の交通安全意識の高揚を図るため、春・秋の全国交通安全運動に加え、埼玉県独

自の運動として交通事故が多発する時期をとらえて展開します。 

 

９ 民間交通安全団体等の主体的活動の促進 

関係機関 県県民生活部、県警察本部 

交通安全を目的とする民間団体については、交通安全教育指導者の養成等の事業

及び諸行事に対する援助、交通安全対策に必要な資料を提供するなど、その主体的

な活動を促進します。 

また、各季の交通安全運動等を実施する際は、埼玉県交通安全対策協議会を中心

に、行政・民間団体等が定期的に連絡協議を行い、それぞれの立場に応じた交通安

全活動が地域の実情に即して効果的かつ積極的に行われるような活動の展開を図

ります。 

さらに、各主体による創意・工夫された活動を支援し、民間団体等による自発的

な交通安全対策を促進します。 

 

１０ 交通事故被害者等と連携した交通安全教育の推進 

関係機関 県県民生活部、県警察本部 

交通事故は、被害者の人生だけではなく加害者の人生をも狂わせてしまうもので

す。交通事故被害者等の体験談は、交通事故の悲惨さを伝え、交通安全意識を高め

るものです。各種交通安全イベント等において、交通事故被害者等と連携した交通

安全教育を推進します。 
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第３章 安全運転と車両の安全性の確保 

≪施策の体系≫ 

  

１　安全運転の確保

(１) 運転者教育等の充実

(５) 自転車の安全性の確保

２　車両の安全性の確保

(１) 車両の安全性に関する技術基準等の
　   改善の推進

(２) 自動車アセスメント情報の提供等

(３) 自動車の検査及び点検整備の充実

(４) リコール制度の充実・強化

(４) 交通労働災害の防止等

(５) 道路交通に関する情報の充実

(２) 運転者管理業務の合理化

(３) 運転管理の改善及び運行管理の充実
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第３章 安全運転と車両の安全性の確保 

 

１ 安全運転の確保 

安全運転を確保するためには、運転者の能力や資質の向上を図ることが必要です。 

このため、運転者のみならず、これから運転免許を取得しようとする者も含めた

運転者教育等の充実に努めます。特に、今後大幅に増加することが予想される高齢

運転者に対する教育等の充実を図ります。 

また、企業・事業所等が交通安全に果たすべき役割と責任を重視し、企業・事業

所等の自主的な安全運転管理対策及び自動車運送事業者等の行う運行管理の充実

を図るとともに、交通労働災害の防止等を図るための取組を進めます。 

さらに、道路交通の安全に影響を及ぼす自然現象に関する適時・適切な情報提供

を実施するため、情報通信技術等を活用し、道路交通に関する総合的な情報提供の

充実を図ります。 

 

( 1)  運転者教育等の充実 

ア 運転免許取得希望者に対する教育の充実 

関係機関 県警察本部 

自動車教習所の教習に関し、交通事故の発生状況、道路環境等の交通状況を勘案

しつつ、教習カリキュラムの検討・見直しを進めるほか、教習指導員等の資質向上、

教習内容及び技法の充実を図り、教習水準を高めるとともに、県民に対する情報の

提供に努めます。 

また、二輪車免許、普通免許等を取得しようとする者に対する免許取得時講習の

充実に努めます。 

 

イ 運転者に対する教育の推進 

関係機関 県警察本部 

(ｱ)  運転者に対する再教育等の充実 

取消処分者講習、停止処分者講習、違反者講習、初心運転者講習、高齢者講

習及び更新時講習により、運転者に対する再教育が効果的に行われるよう、講

習施設・設備の拡充を図るほか、講習指導員の資質向上、講習機材の高度化、

講習内容及び講習方法の一層の充実に努めます。 

特に、飲酒運転を防止するという観点から、飲酒運転違反者に対する取消処
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分者講習の確実な実施や停止処分者講習における飲酒学級の充実に努めます。 

さらに、自動車教習所については、運転免許を取得した者に対する再教育も

実施するなど、地域の交通安全センターとしての機能の充実に努めます。 

(ｲ)  二輪車の安全運転対策の推進 

取得時講習のほか、自動二輪車安全運転講習及び原付等安全運転講習の推進

に努めます。 

また、指定自動車教習所における交通安全教育体制の整備等を促進し、二輪

車運転者に対する教育の充実強化に努めます。 

(ｳ)  高齢運転者対策の充実 

ａ 高齢者に対する教育の充実 

高齢者講習の効果的実施、更新時講習における高齢者学級の拡充等に努

めます。講習予備検査に基づく高齢者講習においては、検査の結果に応じ

たきめ細かな教育に努めるとともに、講習の合理化・高度化を図り、より

効果的な教育に努めます。 

ｂ 臨時適性検査の実施及び運転経歴証明書の充実 

講習予備検査（認知機能検査）の実施状況を調査し、臨時適性検査を確

実に円滑に実施します。 

また、運転経歴証明書の身分証明書としての機能を充実させ、運転免許

証自主返納者の支援に努めます。 

ｃ 高齢運転者標識（高齢者マーク）の活用 

高齢運転者の安全意識を高めるため、高齢者マークの使用を啓発します。 

(ｴ)  障害運転者等対策の推進 

運転免許を所持する、または取得しようとする障害者等に対し、科学的な計

測に基づく検査を実施し、その評価により個々の障害に応じた具体的な助言、

指導、教育を推進します。 

また、障害者に関するマーク等の周知を促進します。 

(ｵ)  シートベルト、チャイルドシート及び乗車用ヘルメットの正しい着用等の 

徹底 

シートベルト、チャイルドシート及び乗車用ヘルメットの正しい着用等を徹

底するため、関係機関・団体と連携し、各種講習、交通安全運動、街頭での指

導取締り等、あらゆる機会を通じて啓発活動等を行います。 

また、各種講習の機会に、シートベルト等の着用の実証事例を紹介するな

ど、その必要性、重要性を訴え着用率の向上を図ります。 
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(ｶ)  自動車安全運転センターの業務の充実 

自動車安全運転センターの行う通知、証明及び調査研究業務等の一層の充実

強化を図るとともに、センターが行う交通安全に係る施策に関し、情報の提供

など必要な支援を行います。 

(ｷ)  事業用自動車の運転者教育の充実 

事業用自動車の運転者は、一般の運転者よりも高い資質が求められているこ

とから、国土交通大臣が定める事業用自動車の運転者に対する指導及び監督の

指針に基づき、事業者の運転者に対する安全運転教育（事故・違反惹起運転

者、初任運転者及び高齢運転者に対する特別な教育を実施することやこれらの

運転者に適性診断を受診させることを含む。）実施を促進します。 

 

ウ 自動車運送事業の安全対策の確保 

関係機関 関東運輸局、県県民生活部、県警察本部 

(ｱ)  危険物運搬車両保安対策の推進 

危険物運搬車両を保有している運送事業者に対しては、運行管理者の指導講

習会等において、安全運行の徹底を図るよう強力に指導します。 

(ｲ)  土砂等運搬大型貨物自動車等の安全運行の確保 

土砂等を運搬する大型貨物自動車等の事業者に対しては、事業者団体などを

通じて安全運転を徹底するとともに、過積載の防止と運行の安全を図ります。 

(ｳ)  自動車運送事業等に従事する運転者に対する適性診断の充実 

自動車運送事業等に従事する運転者に対する適性診断については、民間参入

の促進を図ること等により、受診環境の整備を行い、受診を積極的に促進しま

す。 

(ｴ)  「貨物自動車運送事業安全性評価事業」(通称Ｇマーク事業)の促進 

貨物自動車運送事業者の優良な事業所(通称Ｇマーク認定事業所)を認定する

ことにより、利用者がより安全性の高い事業者を選びやすくするとともに、事

業者全体の輸送の安全確保等に対するインセンティブを付与するための環境整

備を図ることにより、貨物自動車運送事業に関する輸送の安全確保等を推進し

ます。 

(ｵ) 「貸切バス事業者安全性評価認定制度」（通称：セーフティバス）の促進 

バス協会において、貸切バス事業者の安全性の確保に向けた取組状況を評価

し、公表することで、貸切バスの利用者がより安全性の高い貸切バス事業者を

選択しやすくするとともに、本制度の実施を通じ、貸切バス事業者の安全性の
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確保に向けた意識の向上や取組の促進を図ることにより、より安全な貸切バス

サービスの提供等を推進します。 

     

エ 悪質・危険な運転者の早期排除等 

関係機関 県警察本部 

行政処分制度の適正かつ迅速な運用により長期未執行者の解消に努める等、悪質

危険な運転者の早期排除を図ります。 

 

( 2)  運転者管理業務の合理化 

関係機関 県警察本部 

県民の立場に立った運転免許業務を行うため、運転免許センターを中心とした手続き

の簡素化の推進により更新負担の軽減を図ります。 

 

( 3)  運転管理の改善及び運行管理の充実 

ア 安全運転管理の推進 

関係機関 県警察本部 

安全運転管理者及び副安全運転管理者に対する講習を充実するなどこれらの者の

資質及び安全意識の向上を図ります。また、事業所において、交通安全教育指針に

基づいた交通安全教育や内閣府令で定める安全運転管理業務が適切に行われるよう

安全運転管理者等を指導するとともに、安全運転管理者等未選任事業所の発見活動

を強化し、違法状態の解消を図ります。 

さらに、事業活動に関してなされた道路交通法違反等について使用者に責任があ

る場合は、その責任を徹底して追及するとともに、事業活動に伴う交通事故防止を

促進するため、ドライブレコーダー等の普及を図ります。 

 

イ 運転適性検査業務等の推進 

関係機関 県警察本部 

運転免許申請及び運転免許証更新時における適性検査を充実するほか、適性相談

に際して、問診や科学的検査システムを活用して運転者個々の適性に応じた検査・

指導を行います。 
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ウ 運行管理の充実 

関係機関 関東運輸局 

(ｱ)  自動車運送事業者に対する指導監督の充実 

労働基準法等の関係法令等の履行及び運行管理の徹底を図るため、飲酒運転

等の悪質違反を犯した事業者、重大事故を引き起こした事業者及び新規参入事

業者等に対する監査を徹底するとともに、関係機関合同による監査・監督を実

施し、不適切な事業者に対しては厳正な処分を行います。このため、効果的か

つ効率的な監査指導を実施するための監査システムの構築及び監査指導実施体

制の充実・強化を図ります。 

さらに、自動車運送事業者による安全管理体制の構築・改善を図るため、そ

の取り組みを評価・助言する運輸安全マネジメント制度の一層の浸透・徹底を

図ります。 

また、自動車運送事業者に対する点呼時におけるアルコール検知器の使用義

務付けにより、自動車運送事業者における飲酒運転ゼロを目指します。 

(ｲ) 事故情報の多角的分析の実施  

事業用自動車の事故に関する情報の充実を図るため、自動車事故報告規則

（昭和 26年運輸省令第 104号）に基づく事故情報の収集・分析に加え、自動

車運送事業に係る交通事故要因の分析のための情報収集・分析を強化します。 

また、事故発生時の前後の走行情報（前方映像、車両速度、急加速減）を記

録するドライブレコーダー等の安全運転の確保に資する機器の普及促進に努め

るとともに、それらによって得られた事故等の情報の交通安全教育・運行管理

等への活用方法について周知を図ります。 

(ｳ) 運行管理者等に対する指導講習の充実 

運行管理者等に対する指導講習について、民間参入の促進を図ること等によ

り、受講環境の整備を行います。 

 

( 4)  交通労働災害の防止等 

関係機関 埼玉労働局 

ア 交通労働災害の防止 

交通労働災害防止のためのガイドラインを周知徹底することにより、事業場にお

ける管理体制の確立、適正な走行管理、運転者に対する教育、健康管理、交通労働災

害防止に対する意識の高揚等を図ります。 

また、これらの対策が効果的に実施されるよう関係団体と連携して、事業場にお



第３章 安全運転と車両の安全性の確保 

49 

ける交通労働災害防止担当管理者の配置、交通労働災害防止のためのガイドライン

に基づく同管理者及び自動車運転業務従事者に対する教育の実施を推進するととも

に、交通・荷役労働災害防止指導員による事業場への個別指導の支援等を実施しま

す。 

 

イ 運転者の労働条件の適正化 

自動車運転者の労働時間、休日、割増賃金、賃金形態等の労働条件の改善を図る

ため、労働基準法等の関係法令及び「自動車運転者の労働時間等の改善のための基

準」（平成元年労働省告示第 7号）の履行を確保するための監督指導を実施します。 

また、関係行政機関相互の連絡会議の開催及び監督指導結果等の相互通報制度等

の活用を図るとともに、必要に応じ合同による監督・監査を実施します。 

 

( 5)  道路交通に関する情報の充実 

ア 道路交通情報の充実 

関係機関 
関東総合通信局、熊谷地方気象台、県警察本部、 

東日本高速道路株式会社関東支社 

(ｱ)  高度情報化に対応した道路交通情報の充実 

多様化する道路利用者のニーズに応えるため、道路利用者に対し必要な道路

交通情報を迅速に提供することにより、安全かつ円滑な道路交通を確保すると

ともに、光ファイバーネットワーク等の新たな情報技術を活用しつつ、交通監

視カメラ、交通情報板など既存の情報収集・提供体制の充実を図ります。 

また、高度道路交通システム（ＩＴＳ）として、最先端の情報通信技術を利

用し、「人」と「道路」と「車両」とを一体のシステムとして構築し、渋滞、

交通事故、環境悪化等道路交通問題の解決を図るため、道路交通情報通信シス

テム（ＶＩＣＳ）やＩＴＳスポットの積極的な整備・拡充により、ＦＭ多重放

送、情報ビーコン等、最新の電気通信メディアを用いて、自動車のドライバー

に対し、旅行時間、渋滞等の道路交通情報や駐車場の満空状況等の道路交通関

係情報をリアルタイムで提供することを推進します。 

さらに、高度化された交通管制センターを中心に、交通の安全及び快適にし

て環境にやさしい交通社会の実現を目指す新交通管理システム（ＵＴＭＳ）の

推進を図るため、プローブ情報の収集や信号情報の提供を可能とする高度化光

ビーコンの整備等を推進します。 
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(ｲ)  各幹線道路の道路情報提供装置の整備 

気象等の状況やそれに伴う通行の禁止または制限の道路情報を道路利用者

に、迅速かつ的確に提供し、車両の安全かつ円滑な交通の確保に資するため、

道路情報提供装置の整備を推進します。 

 

イ 危険物輸送に関する情報提供の充実等 

関係機関 県警察本部、東日本高速道路株式会社関東支社 

危険物の輸送時の事故による大規模な災害を未然に防止し、災害が発生した場合

の被害の軽減に資する情報提供の充実等を図るためにイエローカード（危険有害物

質の性状、処理剤及びその調達先等事故の際、必要な情報を記載した緊急連絡カー

ド）の携行、関係法令の遵守、乗務員教育の実施等について危険物運送事業者の指

導を強化します。 

また、危険物運搬車両の交通事故による危険物の漏洩等が発生した場合に、安全

かつ迅速に事故処理等を行うため、危険物データベース及び危険物に対応すること

の可能な装備資機材の整備を図ります。 

 

ウ 気象情報等の充実 

関係機関 熊谷地方気象台 

道路交通に影響を及ぼす台風、大雨、竜巻等の激しい突風、地震、火山噴火等の自

然現象について、的確な実況監視を行い、関係機関、道路利用者等が必要な措置を

迅速にとることで事故の防止・軽減に資するよう、適時・適切な予報・警報等の防災

気象情報を発表します。緊急地震速報（予報及び警報）を含めた、これらの情報は、

関係機関に迅速かつ確実に伝達するとともに、報道機関の協力により道路利用者に

周知します。 

また、気象、地象、水象に関する知識の普及のため、気象情報等の利用方法等に関

する講習会の開催、広報資料の作成・配布などを行うほか、防災機関の担当者を対

象に、予報・警報の伝達等に関する説明会を開催します。 

 

２ 車両の安全性の確保 

エレクトロニクス技術の自動車への利用範囲の拡大を始めとして、自動車に関す

る技術の進歩は目覚ましく、車両の安全対策として効果が期待できる範囲は確実に

拡大していることから、今後、車両の安全対策を拡充・強化することが必要です。 

このような認識の下、車両構造に起因するとされる事故について対策を講ずると
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ともに、主に運転ミスなどの人的要因に起因するとされる事故についても、車両構

造面からの対策によりできる限り交通事故の未然防止を図ります。 

また、不幸にして発生してしまった事故についても、車両構造面からの被害軽減

対策を拡充するとともに、事故発生後の車両火災防止や車両からの脱出容易性の確

保など、被害拡大防止対策を併せて進めます。 

 

( 1)  車両の安全性に関する技術基準等の改善の推進 

関係機関 関東運輸局 

ア 車両の安全対策の推進 

車両の安全対策については、平成 27年に開催された交通政策審議会陸上交通分科

会自動車交通部会の結果を踏まえて、実施していきます。 

具体的には、産・官・学が参加する検討会が中心となり、①事故実態の把握・分

析、②安全対策に関する方針、対策の具体的な内容の検討、③事前効果評価・事後効

果評価といった一連の流れ（ＰＤＣＡサイクル）を継続的に実施することにより、

車両の安全対策を推進します。 

特に、事故実態の把握・分析においては、ドライブレコーダーやＥＤＲ（衝撃時に

車両情報を記録する装置）の情報を活用するとともに、これに合わせ医療機関の協

力により乗員等の傷害状況も詳細に把握し、事故による傷害発生のメカニズムを詳

細に調べるなど、より一層の推進に資する取組について検討していきます。 

また、事故を未然に防止する予防安全対策について、新技術の動向も踏まえ、保

安基準の拡充・強化等と先進安全自動車（ 以下「ＡＳＶ（Ａdvanced Ｓafety Ｖ

ehicle ）」という。）の開発・普及の促進、使用者に対する自動車アセスメント情報

の提供など、より一層の連携を図ります。 

 

イ 道路運送車両の保安基準の拡充・強化 

車両の安全対策の基本である自動車の構造・装置等の安全要件を定める道路運送

車両の保安基準について、前述の検討結果等を踏まえつつ、事故を未然に防ぐため

の予防安全対策、万が一事故が発生した場合においても乗員、歩行者等の保護を行

うための被害軽減対策のそれぞれの観点から、適切に拡充・強化を図ります。 

 

ウ 先進安全自動車（ＡＳＶ）の開発・普及の促進 

先進技術を利用してドライバーの安全運転を支援するシステムを搭載した先進安

全自動車（ＡＳＶ）について、産官学の協力によるＡＳＶ推進検討会の下、一層進め
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ていきます。 

また、ＡＳＶ技術のうち衝突被害軽減ブレーキ等の市場化されたＡＳＶ技術につ

いては、国際的な動向も踏まえつつ、義務化も含めた保安基準の拡充・強化、補助制

度の拡充を図るとともに、技術指針の策定、ＡＳＶ技術の効果評価の実施等による

普及促進を引き続き進めていきます。 

 

( 2)  自動車アセスメント情報の提供等 

関係機関 関東運輸局 

自動車の衝突安全性能等に関する車種ごとの安全性について比較情報等を公正中立な

立場でとりまとめ、これを自動車ユーザーに定期的に提供する自動車アセスメント事業

を積極的に推進します。 

具体的には、自動車の衝突安全性能の総合評価及び歩行者頭部保護性能・制動性能の

評価、チャイルドシートの安全性能比較評価を行い公表することで、ユーザーが安全な

製品選びをしやすい環境の整備を推進するとともに、自動車メーカー等におけるより安

全な製品の開発促進を図るとともに、予防安全性能評価についての試験項目の拡充、新

技術に対する評価手法の確立について検討を行います。 

このほか、自動車の安全装置の正しい使用方法等の一般情報や車種毎の安全装置の装

備状況も拡充し、充実した自動車アセスメント情報をユーザーに提供します。 

 

( 3)  自動車の検査及び点検整備の充実 

関係機関 関東運輸局 

ア 自動車の検査体制の充実 

道路運送車両の保安基準の拡充・強化に合わせた検査の高度化を進めるなど、道

路運送車両法（昭和 26年法律第 185号）に基づく新規検査等の自動車検査の確実な

実施を図ります。また、街頭検査体制の充実強化を図ることにより、不正改造車両

を始めとした整備不良車両及び基準不適合車両の排除等を推進していきます。 

イ 自動車点検整備の充実 

(ｱ)  自動車点検整備の推進 

自動車ユーザーの保守管理意識の高揚と点検整備の確実な実施を図るため、

「自動車点検整備推進運動」を全国的に展開するとともに、整備管理者研修、

自動車運送事業者監査等を通じて関係者に対し車両管理の指導を行い、車両故

障に起因する事故の防止を図ります。 
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(ｲ)  不正改造車の排除 

道路交通に危険を及ぼすなど社会的問題となっている暴走族の不正改造車や

過積載を目的とした不正改造車両等を排除し、自動車の安全運行を確保するた

め、関係機関の支援及び自動車関係団体の協力の下に「不正改造車を排除する

運動」を全国的に展開し、広報活動の推進、関係者への指導、街頭検査等を強

化することにより、不正改造防止について、自動車使用者及び自動車関係事業

者等の認識を高めます。  

なお、指定自動車整備事業者による不正事案が発生していることから、道路

運送車両法のより一層適正な運用に努め、事業者に対する指導監督を引き続き

行います。 

(ｳ)  自動車整備技術の向上 

自動車新技術の採用・普及、車社会の環境の変化に伴い、自動車を適切に維

持管理するため、自動車整備業がこれらの変化に対応していく必要があること

から、関係団体からのヒアリング等を通じ自動車整備事業の現状について把握

し、今後、自動車整備事業が自動車の新技術及び多様化するユーザーニーズに

対応していくための技術の高度化等を推進します。 

また、整備主任者等を対象とした新技術研修の実施等により整備要員の技術

の向上を図ります。 

さらに、新技術が採用された自動車の整備や自動車ユーザーに対する自動車

の正しい使用についての説明等のニーズに対応するため、一級自動車整備士制

度を活用します。 

 

( 4)  リコール制度の充実・強化 

関係機関 関東運輸局 

自動車製作者の垣根を越えた装置の共通化・モジュール化が進む中、複数の自動車製

作者による大規模なリコールが行われていることから、自動車のリコールの迅速かつ着

実な実施のため、自動車製作者等からの情報収集体制の強化を図るとともに、安全・環

境性に疑義のある自動車については独立行政法人自動車技術総合機構において現車確認

等による技術的検証を行います。 

また、ユーザーの目線に立ったリコール実施のため、ユーザーからの不具合情報の収

集を促進し、さらに、調査分析体制の強化を図るとともに、自動車ユーザーに対し、自

動車の不具合に対する関心を高めるためのリコール関連情報等を提供します。 
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( 5)  自転車の安全性の確保 

関係機関 
関東経済産業局、県県民生活部、県警察本部、 

東日本高速道路株式会社関東支社 

自転車の安全な利用を確保し、自転車事故の防止を図るため、駆動補助機付自転車（人

の力を補うため原動機を用いるもの）及び普通自転車の型式認定制度を活用します。ま

た、自転車利用者が定期的に点検整備や正しい利用方法等の指導を受ける気運を醸成す

るとともに、自転車事故による被害者の救済の充実を図るため、損害賠償責任保険など

の各種保険への加入を促進します。 

さらに、夜間における交通事故の防止を図るため、灯火の取付けの徹底と反射器材等

の普及促進を図り、自転車の被視認性の向上を図ります。  
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第４章 道路交通秩序の維持 

≪施策の体系≫ 

 

  

(１) 一般道路における効果的な指導取締りの
　   強化等

(１) 専従捜査体制の強化等

(２) 初動捜査体制及び科学的捜査体制の強化

３　暴走族及び旧車會対策の強化 (３) 暴走族に対する指導取締りの強化

(２) 高速道路における指導取締りの強化等

(４) 暴走族関係事犯者の再犯防止

(５) 車両の不正改造の防止

(２) 暴走行為をさせないための環境づくり

１　交通の指導取締りの強化等

(３) 科学的な指導取締りの推進

(４) 過積載防止対策の推進

２　交通犯罪捜査及び交通事故事件捜査体制の強化

(１) 暴走族追放気運の高揚及び家庭、
   　学校等における青少年の指導の充実
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第４章 道路交通秩序の維持 

 

交通ルール無視による交通事故を防止するためには、交通指導取締り、交通事故

事件捜査、暴走族取締り等を通じ、道路交通秩序の維持を図る必要があります。 

このため、交通事故実態等を的確に分析し、死亡事故等の重大事故に直結する悪

質・危険性、迷惑性の高い違反に重点を置いた交通指導取締りを推進します。 

また、事故原因の徹底究明を求める県民意識の高まり等を踏まえ、各種の交通犯

罪及び交通事故事件捜査を適正かつ迅速に行うため、捜査の合理化、初動捜査及び

科学的捜査の充実強化を図ります。 

さらに、暴走族対策及び旧車會対策を強力に推進するため、関係機関・団体が連

携し、地域ぐるみで暴走族追放気運の高揚に努め、暴走行為をさせない環境づくり

を推進するとともに、取締り体制及び装備資機材の充実強化を図ります。 

 

１ 交通の指導取締りの強化等 

( 1)  一般道路における効果的な指導取締りの強化等 

関係機関 県警察本部 

一般道路においては、歩行者及び自転車利用者の交通事故防止と事故多発路線等にお

ける重大事故の防止等に重点を置いて、交通指導取締りを効果的に推進します。 

 

ア 交通事故抑止に資する指導取締りの推進 

交通事故実態を分析し、事故多発路線等における街頭指導活動を強化するととも

に、無免許運転、飲酒運転、著しい速度超過、交差点関連違反等の悪質・危険性の高

い違反、さらには、県民からの取締り要望の多い迷惑性の高い違反に重点を置いた

取締りを推進します。 

特に、飲酒運転及び無免許運転については、取締りにより常習者を道路交通の場

から排除するとともに、運転者の周辺で飲酒運転や無免許運転を助長し、容認して

いる者に対する捜査を徹底するなど、飲酒運転や無免許運転の根絶に向けた取組を

推進します。 

また、交通指導取締りにあたっては、児童、高齢者、身体障害者等の保護の観点に

立った交通取締りを引き続き推進します。 

さらに、交通指導取締りの実施状況について、交通事故実態の分析結果等を踏ま

えて検証し、検証結果を取締り計画の見直しに反映させ、より交通事故抑止に資す
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る指導取締りを推進します。 

 

イ 背後責任の追及 

事業活動に関してなされた過積載、過労運転等の違反については、自動車の使用

者等に対する責任追及を徹底するとともに、必要に応じ自動車の使用制限命令や荷

主等に対する再発防止命令を行い、また、事業者の背後責任が明らかとなった場合

は、それらの者に対する指導、監督処分等を行うことにより、この種の違反の防止

を図ります。 

 

ウ 自転車利用者に対する指導取締りの推進 

自転車利用者による無灯火、二人乗り、信号無視、一時不停止、傘さし、イヤホ－

ン、携帯電話の使用及び通行者に危険を及ぼす違反等に対して自転車指導警告カー

ドを活用した指導警告を行います。 

特に、違反を繰り返す悪質・危険な自転車利用者に対する検挙措置を推進します。 

 

( 2)  高速道路における指導取締りの強化等 

関係機関 県警察本部 

高速道路においては、重大な違反行為はもちろんのこと、軽微な違反行為であっても

重大事故に直結するおそれがあることから、交通指導取締りを強化し、交通流や交通事

故発生状況等の交通の実態に即した効果的な機動警ら等を実施することにより、違反の

未然防止及び交通流の整序を図ります。 

また、交通指導取締りは、悪質・危険性、迷惑性の高い違反を重点とし、特に、著しい

速度超過、飲酒運転、車間距離不保持、通行帯違反、通行区分違反等の取締りを強化す

るとともに，交通事故発生時の被害軽減を目的とした全席シートベルト着用に向けた指

導取締りを行います。 

 

( 3)  科学的な指導取締りの推進 

関係機関 県警察本部 

取締り場所の確保が困難な生活道路や多くの警察官の配置が不要となる、新たな速度

取締り機器の導入を図るとともに、交通事故分析システムの高度化や交通事故発生状況

と指導取締り実施状況等を関連づけた分析を推進し、取締り用装備資機材の改良等科学

技術の進歩に対応した研究開発を図り、科学的かつ効率的な指導取締りを推進します。 
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( 4)  過積載防止対策の推進  

関係機関 
関東地方整備局、関東運輸局、県県民生活部、県環境部、 

県農林部、県県土整備部 

埼玉県過積載防止対策推進会議において決定した「埼玉県過積載防止対策」に基づき、

公共工事発注者と連携した過積載防止対策を推進するとともに、各種広報啓発活動を推

進します。 

また、砂利採取業者等に対する指導等を実施します。 

 

２ 交通犯罪捜査及び交通事故事件捜査体制の強化 

( 1)  専従捜査体制の強化等 

関係機関 県警察本部 

交通犯罪捜査及び交通事故事件捜査体制を強化するため、専従職員の捜査能力の一層

の向上及び体制の充実に努めるとともに，初動捜査の段階から危険運転致死傷罪等の関

係法令の積極的な適用を視野に入れた捜査の徹底を図ります。 

 

( 2)  初動捜査体制及び科学的捜査体制の強化 

関係機関 県警察本部 

初動捜査体制及び客観的証拠に基づいた科学的捜査を強化するため、常時録画式交差

点カメラや交通事故捜査支援システム等、装備資機材の導入・整備を推進します。 

 

３ 暴走族及び旧車會対策の強化 

( 1)  暴走族追放気運の高揚及び家庭、学校等における青少年の指導の充実 

関係機関 県総務部、県県民生活部、県教育局、県警察本部 

暴走族追放の気運を高揚させるため、報道機関等に対する資料提供を積極的に行い、

凶悪化する暴走族の実態が的確に広報されるよう努めるなど、広報活動を積極的に行い

ます。 

また、学校等において、青少年に対し、暴走族に加入しないよう適切な指導等を実施

します。この場合、暴走族問題と青少年の非行等問題行動との関連性を考慮し、青少年

育成団体等との連携を図るなど、青少年の健全な育成を図る観点からの施策を推進しま

す。 
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( 2)  暴走行為をさせないための環境づくり 

関係機関 県警察本部 

暴走族及びこれに伴う群衆のい集場所として利用されやすい施設の管理者に協力を求

め、暴走族等をい集させない環境づくりを推進するとともに、地域における関係機関・

団体が連携を強化し、暴走行為等ができない道路交通環境づくりを推進します。 

また、事前の情報入手に努め、集団不法事案に発展するおそれがあるときは、早期に

暴走族と群衆を隔離するなどの措置を講じます。 

 

( 3)  暴走族に対する指導取締りの強化 

関係機関 県警察本部 

暴走族取締りの体制及び装備資機材の充実を図るとともに、集団暴走行為、爆音暴走

行為その他悪質事犯に対しては、あらゆる法令を適用して検挙及び補導を徹底し、併せ

て解散指導を積極的に行うなど、暴走族に対する指導取締りの強化を図ります。 

また、「不正改造車を排除する運動」等を通じ、不正改造車両の取締りを行います。 

さらに、複数の都県にまたがる広域暴走事件に迅速かつ効率的に対処するため、関係

都県警察相互の捜査協力を積極的に行います。 

 

( 4)  暴走族関係事犯者の再犯防止 

関係機関 県警察本部 

暴走族関係事犯者の捜査に当たっては、個々の犯罪事実はもとより、組織の実態やそ

れぞれの被疑者の非行の背景となっている行状、性格、環境等の諸事情をも明らかにし

つつ、グループの解体や暴走族グループから構成員等を離脱させるなど、暴走族関係事

犯者の再犯防止に努めます。また、暴力団とかかわりのある者については、その実態を

明らかにするとともに、暴力団から離脱するよう指導を徹底します。 

暴走族関係保護観察対象者の処遇に当たっては、遵法精神のかん養、家庭環境の調整、

交友関係の改善指導、暴走族組織からの離脱指導等、再犯防止に重点を置いた処遇の実

施に努めます。 

また、暴走族に対する運転免許の行政処分については、特に迅速かつ厳重に行います。 

 

( 5)  車両の不正改造の防止 

関係機関 関東運輸局、県警察本部 

暴走行為を助長するような車両の不正な改造を防止し、保安基準に適合しない部品等
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が不正な改造に使用されることがないよう「不正改造車を排除する運動」等を通じ、広

報活動及び企業、関係団体に対する指導を積極的に行います。 

また、自動車ユーザーだけでなく、不正改造等を行った者に対して必要に応じて立入

検査を行います。 

その他、違法行為を敢行する旧車會グループ（暴走族風に改造した旧型の自動二輪車

等を運転する者のグループ）に対する実態把握を徹底し、関係都県で情報共有するとと

もに、不正改造等の取締りを強化するなど的確な対応を推進します。 
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第５章 救急・救助活動の充実 

 

≪施策の体系≫ 

 

  (１) 救急・救助体制の充実

(２) 応急手当の普及啓発活動の推進

(３) 救急救命士の養成等の推進

(４) 防災ヘリコプター等による
     救急業務の推進

１　救急・救助体制の整備

２　救急医療体制の整備

(１) 救急医療施設等の整備

(３) ドクターヘリコプターによる
　   救急業務の推進

(２) メディカルコントロール体制の
     充実・強化

(５) 救急・救助隊員の教育訓練の充実

(６) 高速自動車国道等における
     救急体制の整備

(７) 緊急通報システム等の拡充
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第５章 救急・救助活動の充実 

 

交通事故による負傷者の救命を図り、また、被害を最小限にとどめるため、高速

自動車国道を含めた道路上の交通事故に即応できるよう、救急医療機関、消防機関

等の救急関係機関相互の緊密な連携・協力関係を確保するとともに、救急・救助体

制及び救急医療体制の整備を図ります。 

特に、負傷者の救命率・救急効果の一層の向上を図る観点から、救急現場または

搬送途上において、医師、看護師、救急救命士、救急隊員等による一刻も早い救急

医療、応急処置等を実施するための体制整備を図るほか、事故現場からの緊急通報

体制の整備やバイスタンダー（現場に居合わせた人）による応急手当の普及等を推

進します。 

 

１ 救急・救助体制の整備 

( 1)  救急・救助体制の充実 

関係機関 県危機管理防災部、県保健医療部 

複雑・多様化する交通事故への救助活動を迅速・的確に行えるように、消防機関の救

助体制の充実を促進します。 

また、多数の負傷者が発生する大規模な事故に対処するため、高度に訓練された消防

本部の機動救助隊、県防災航空隊及び埼玉 DMAT（災害派遣医療チーム）から編成される

埼玉県特別機動援助隊（愛称:埼玉 SMART（スマート））の充実、資機材の整備を図ります。 

 

( 2)  応急手当の普及啓発活動の推進 

関係機関 県危機管理防災部、県保健医療部、県教育局、県警察本部 

交通事故による負傷者の救命率の向上を図り、被害を最小限にとどめるためには、事

故現場に居合わせた県民（バイスタンダー）による適切な応急手当が必要です。 

そのため、自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用も含めた応急手当講習会の推進を図

るとともに、インターネットを活用して県民にＡＥＤの設置情報を提供します。 

また、自動車教習所における教習及び免許取得時講習、更新時講習等において、応急

救護処置に関する知識の普及に努めます。加えて，学校においては，教職員対象の心肺

蘇生法（ＡＥＤ（自動体外除細動器）の取り扱いを含む）の実習及び各種講習会の開催

により指導力・実践力の向上を図るとともに，中学校，高等学校の保健体育科において

も，止血法，包帯法，心肺蘇生法等の応急手当（ＡＥＤを含む）について指導の充実を図
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ります。さらには，自動車事故の負傷者に対して迅速かつ適切な応急処置を行うために

必要な救急法の知識と技術の普及の観点から，自動車事故救急法講習の確実な実施を図

ります。 

 

( 3)  救急救命士の養成等の推進 

関係機関 県危機管理防災部 

救急救命士を計画的に養成するとともに、気管挿管等の特定行為（医師の具体的指示

のもとに実施する救急救命処置）が実施できる救急救命士の育成を図ります。 

 

( 4)  防災ヘリコプター等による救急業務の推進 

関係機関 県危機管理防災部、県保健医療部、県警察本部 

ヘリコプターは、事故の状況把握、陸路搬送では時間を要する負傷者の救急搬送等に

有効であることから、引き続き防災ヘリコプターを効果的に活用します。また、医療機

関や消防機関の協力を得て、医師等の同乗する救急事案においても防災ヘリコプターを

活用します。 

また、県警察ヘリコプターについても、事故の状況把握等の支援活動において積極的

に活用します。 

 

( 5)  救急・救助隊員の教育訓練の充実  

関係機関 県危機管理防災部 

救急隊員及び救助隊員の養成と知識・技術等の向上を図るため、県消防学校における

教育訓練を引き続き実施します。 

 

( 6)  高速自動車国道等における救急体制の整備 

関係機関 県危機管理防災部、東日本高速道路株式会社関東支社 

関係市町村・消防本部と東日本高速道路株式会社が相互に連携、協力し、高速自動車

国道における救急体制の充実を図ります。 

 

( 7)  緊急通報システム等の拡充 

関係機関 県警察本部 

交通事故等緊急事態発生時における負傷者の早期救出及び迅速な事故処理のため、新
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交通管理システム（ＵＴＭＳ）の構想等に基づく、緊急通報システム（ＨＥＬＰ）の普及

を図ります。 

また、緊急車両が現場に到着するまでの時間を短縮して事案への早期対応を可能にす

るとともに、緊急走行に起因する交通事故の防止を目的として、緊急車両を優先的に走

行させる現場急行支援システム（ＦＡＳＴ）の整備を図ります。 

 

２ 救急医療体制の整備 

( 1)  救急医療施設等の整備 

関係機関 県保健医療部 

交通事故により入院治療を必要とする重症救急患者の診療を確保するため、第二次救

急医療圏を単位とした病院群輪番制等により第二次救急医療体制の整備を図るとともに、

重篤な救急患者を受け入れるための第三次救急医療体制として、複数科にまたがる診療

機能を有する 24時間体制の救命救急センターの整備を進めます。 

 

( 2)  メディカルコントロール体制の充実・強化 

関係機関 県危機管理防災部、県保健医療部 

救急現場において、救急隊員が常時、医師から指示を得られる体制を確保するととも

に、医学的観点からの救急活動の事後検証や、救急救命士を含む救急隊員の再教育など、

メディカルコントロール体制の充実・強化を進めることにより、救急活動の質の向上を

図ります。 

 

( 3)  ドクターヘリコプターによる救急業務の推進 

関係機関 県保健医療部 

交通事故による重篤患者の救命率の向上や後遺症の軽減を図るため、ドクターヘリの

積極的な活用を推進します。 
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第６章 被害者支援の推進 

 

≪施策の体系≫ 

 

  
(１) 自動車損害賠償保障制度の充実等

(２) 自転車損害賠償保険の普及促進

２　損害賠償請求についての援助等

(２) 損害賠償請求の援助活動等の強化

(２) 交通事故被害者等の心情に配慮した
   　対策の推進

(１) 交通事故被害者の援護

３　被害者支援の充実強化

(１) 交通事故相談所の活動の充実

１　自動車損害賠償保障制度の充実等
　　及び自転車損害賠償保険の普及促進
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第６章 被害者支援の推進 

 

交通事故被害者等は、交通事故により多大な肉体的、精神的及び経済的打撃を受

けたり、尊い生命を絶たれたりと大きな不幸に見舞われており、交通事故被害者等

を支援することは極めて重要です。 

交通事故被害者等は、精神的に大きな打撃を受けている上、交通事故に関する知

識や情報が十分ではないことが少なくないことから、交通事故に関する相談を受け

られる機会を充実させるとともに、交通事故の概要、捜査経過等の情報を提供し、

被害者支援を積極的に推進します。 

また、自転車事故の増加に伴い、自転車利用者が高額な賠償責任を負うケースも

珍しくなくなっている。このため自転車事故による被害者の救済の十全を図るため、

自転車損害賠償保険の普及促進を図ります。 

 

１ 自動車損害賠償保障制度の充実等及び自転車損害賠償保険の普及促進 

( 1)  自動車損害賠償保障制度の充実等 

関係機関 関東運輸局 

自賠責保険（自賠責共済）による救済を受けられないひき逃げや無保険（無共済）車両

による事故の被害者に対する救済制度である自動車損害賠償保障事業についても、被害

者に対する保障金の支払の迅速化等により、その充実を図ります。 

また、自賠責保険（自賠責共済）の期限切れ、掛け忘れに注意が必要であることを、広

報活動等を通じて広く国民に周知するとともに、街頭における指導取締りの強化等を行

い、無保険車両の運行の防止を徹底します 

 

( 2)  自転車損害賠償保険の普及促進 

関係機関 県県民生活部、県警察本部 

自転車は、歩行者と衝突した場合には加害者となる側面も有しており、近年、自転車

が加害者となる事故に関し、高額な賠償を求められるケースもあります。こうした賠償

責任を負った際の支払い原資を担保し、被害者の救済の十全を図るため、平成２４年４

月１日施行の「埼玉県自転車の安全な利用の促進に関する条例」に基づき、事業者及び

関係団体と連携し、保険や共済の加入状況の確認や、未加入者への損害賠償責任保険等

への加入を促進します。 

また、自転車小売業者に、自転車の購入者に対し自転車の定期的な点検及び整備並び
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に自転車損害保険等への加入の必要性等を助言するよう求めます。 

 

２ 損害賠償請求についての援助等 

( 1)  交通事故相談所の活動の充実 

関係機関 県県民生活部 

交通事故の被害者やその家族の福祉の向上などを図るため、交通事故相談業務につい

ては、次の措置によりその充実・強化を図ります。 

 

ア 交通事故相談業務の充実 

県が実施する交通事故相談所業務の充実を図るとともに、市町村相談窓口に対す

る支援を行います。 

 

イ 関係機関との連絡体制の強化 

交通事故相談所業務の円滑かつ適正な運営を図るため、関係機関、団体等との連

絡体制の強化を図ります。 

 

ウ 相談員の資質の向上 

交通事故被害者等の心情に配慮した相談業務を推進するとともに、相談内容の多

様化・複雑化に対処するため、研修等を通じて相談員の資質の向上を図ります。 

 

エ 交通事故相談業務の周知 

広報活動を積極的に行い、交通事故相談活動の周知徹底を図ります。 

なお、損害賠償問題に関し、調停、訴訟等の手続きによらなければ問題の解決が

困難であると思われる相談事案については、交通事故紛争処理センターや、日本弁

護士連合会交通事故相談センター、法律扶助協会等への斡旋を行います。 

 

( 2)  損害賠償請求の援助活動等の強化 

関係機関 県警察本部 

交通事故被害者やその家族に対する支援の一環として、救済制度の教示や交通事故相

談活動を積極的に推進します。 
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３ 被害者支援の充実強化 

( 1)  交通事故被害者の援護 

関係機関 県総務部、県県民生活部、県教育局 

埼玉県交通安全対策協議会が行う交通遺児等に対する援護金等の給付事業の充実強化

を図ります。 

また、自動車事故対策機構が行う交通遺児等に対する生活資金の無利子貸付や自動車

事故が原因で重度の後遺障害が残った被害者に対する介護料支給制度、交通遺児育成基

金が行う交通遺児育成のための基金事業等の広報活動を行います。 

さらに、高等学校に在学する交通遺児等に対しては、奨学金制度や私立高校生への授

業料等補助制度の周知を図ります。 

 

( 2)  交通事故被害者等の心情に配慮した対策の推進 

関係機関 関東運輸局、県警察本部 

交通事故被害者等の支援に携わる警察本部の犯罪被害者支援室、県及び民間の犯罪被

害者支援団体を同一施設に集約し、相互が緊密に連携し、被害者が必要とする支援を行

えるワンストップサービスの提供を行うことにより被害者等の心情に配慮した支援業務

を推進します。 

また、交通事故被害者等に対して、交通事故の概要、捜査経過等の情報を提供すると

ともに、刑事手続きの流れ等をまとめた「交通事故被害者の手引き」を交付します。さ

らに、加害者の行政処分に関する情報についても、交通事故被害者等による問い合わせ

に応じ、適切に提供します。 

特に、ひき逃げ事件、交通死亡事故などの被害者等については、被疑者の検挙、送致状

況等を連絡する被害者連絡制度の充実を図ります。 
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第７章 調査研究の推進 

 

≪施策の体系≫ 

 

  

２　道路交通事故原因の総合的な調査研究の推進

(１) 安全運転の支援

(２) 交通管理の最適化

(３) 歩行者等の支援

１　高度道路交通システム（ＩＴＳ）に関する
　　研究開発の推進
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第７章 調査研究の推進 

１ 高度道路交通システム（ＩＴＳ）に関する研究開発の推進 

最先端のＩＣＴを用いて人と道路と車両とを一体のシステムとして構築するた

め、以下の研究開発を推進します。 

 

(1)  安全運転の支援 

関係機関 県警察本部 

ＩＴＳの高度化により交通の安全を高めるため、車両感知器、各種センサーにより、

道路・交通の状況や周辺車両の状況を把握するシステムの研究開発を推進します。 

 

(2)  交通管理の最適化 

関係機関 県警察本部 

交通流・量の積極的かつ総合的な管理を行い、交通の安全性・快適性の向上と環境の

改善を図るため、交差点での効率的な信号制御方式導入についての研究開発、プローブ

情報を交通情報提供、信号制御、安全運転を支援するための情報提供等に活用するため

の手法の研究開発等を推進します。 

 

(3)  歩行者等の支援 

関係機関 県警察本部 

高齢者、障害者等の歩行者等が安心して通行できる安全で快適な道路交通環境の形成

を図るため、高齢者、障害者等のための信号機の改良等の研究開発を推進します。 

 

２ 道路交通事故原因の総合的な調査研究の推進 

関係機関 県警察本部 

交通事故情勢や傾向、交通環境の変化等に対応した交通安全対策の企画立案に資

するため、交通事故の諸要因に関する各種統計分析等の充実を図ります。 

また、交通事故総合分析センターや有識者の知見を積極的に活用して、各種交通

事故の発生メカニズムの解明と事故防止対策の調査研究を行うことにより、多角的

な交通安全対策の推進に努めます。 
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第８章 鉄道と踏切道の安全確保 

 

≪施策の体系≫ 

  (１) 鉄道施設等の安全性の向上

(２) 運転保安設備の整備

(１) 保安監査等の実施

(２) 運転士の資質の保持

(５) 大規模な事故等が発生した場合の適切な対応

２　鉄道交通の安全に関する知識の普及

(７) 救急・救助活動の充実

１　鉄道交通環境の整備

(４) 踏切道の安全に関する知識の普及

４　踏切道の安全の確保

(１) 踏切道の立体交差化及び構造改良の促進

(２) 踏切保安設備の整備及び交通規制の実施

(３) 踏切道の統廃合の促進

(６) 鉄道車両の安全性の確保

３　鉄道の安全な運行の確保

(３) 安全上のトラブル情報の共有・活用

(４) 気象情報等の充実
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第８章 鉄道と踏切道の安全確保 

 

鉄道は、多くの国民が利用する生活に欠くことのできない交通手段であり、列車

の運行が高速・高密度である現在の運行形態においては、ひとたび重大な事故が発

生すると、多数の死傷者を生じるおそれがあります。また、ホームでの事故などの

人身障害事故が増加しています。 

このため、各種の安全対策を総合的に推進することにより、乗客の死者数ゼロを

目指すとともに、運転事故全体の死者数の減少を目指します。 

 

１ 鉄道交通環境の整備 

( 1)  鉄道施設等の安全性の向上 

関係機関 関東運輸局、県企画財政部 

鉄道施設の維持管理及び補修を適切に実施するとともに、老朽化が進んでいる橋梁等

の施設について、長寿命化に資する補強・改良を進めます。特に、補助制度などを活用

しつつ、地域鉄道の施設・車両等の適切な維持・補修等の促進を図ります。 

また、多発する自然災害に対応するため、切土や盛土等の土砂災害への対策の強化、

地下駅等の浸水対策の強化等を推進します。また、鉄道ネットワークの維持や一時退避

場所としての機能の確保等を図るため、主要駅や高架橋などの耐震対策を推進します。 

さらに、駅施設等では、高齢者や障害者等の安全利用にも十分配慮し、段差の解消、転

落防止設備(ホームドアまたは内方線付き点字ブロック等)の整備によるバリアフリー化

を推進します。 

 

( 2)  運転保安設備の整備 

関係機関 関東運輸局 

曲線部等への速度制限機能付きＡＴＳ等、運転士異常時列車停止装置、運転状況記録

装置等の整備を引き続き推進します。 

 

２ 鉄道交通の安全に関する知識の普及 

関係機関 関東運輸局 

安全設備の正しい利用方法の表示を整備するなど、利用者等へ安全に関する知識

を分かりやすく、適確に提供します。 
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また、鉄道の安全に関する正しい知識を浸透させるため、学校、沿線住民、道路

運送事業者等を幅広く対象として、関係機関等と協力し、広報活動を積極的に行い

ます。 

 

３ 鉄道の安全な運行の確保 

(1)  保安監査等の実施 

関係機関 関東運輸局 

鉄道事業者に対し、定期的または事故の発生状況等に応じて保安監査等を実施し、施

設及び車両の保守管理状況、運転取扱いの状況、乗務員等に対する教育訓練の状況、安

全管理体制等について適切な指導を行うとともに、過去の指導のフォローアップを実施

します。 

また、計画的な保安監査のほか、同種トラブルの発生等の際にも臨時保安監査を行う

など、メリハリの効いたより効果的な保安監査を実施する等、保安監査の充実を図りま

す。 

さらに、鉄道事業者の安全管理体制の構築・改善状況を国が確認する運輸安全マネジ

メント評価を行います。 

 

( 2)  運転士の資質の保持 

関係機関 関東運輸局 

運転士の資質を確保するため、動力車操縦者運転免許試験を適正に実施します。 

また、資質が保持されるよう、運転管理者が教育等について適切に措置を講ずるよう

指導します。 

 

( 3)  安全上のトラブル情報の共有・活用 

関係機関 関東運輸局 

重大な列車事故を未然に防止するため、リスク情報を関係者間において共有できるよ

う、インシデント等の情報を収集・分析し、速やかに鉄道事業者に周知します。 

また、国への報告対象となっていないリスク情報について、鉄道事業者による情報共

有化を推進します。 

さらに、運転状況記録装置等の活用や現場係員によるリスク情報の積極的な報告を推

進するよう指導します。 
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( 4)  気象情報等の充実 

関係機関 熊谷地方気象台 

鉄道交通に影響を及ぼす台風、大雨、竜巻等の激しい突風、地震、火山噴火等の自然現

象について、的確な実況監視を行い、関係機関、乗務員等が必要な措置を迅速にとり得

るよう予報・警報等を適時・適切に発表して事故の防止・軽減に努めます。特に、竜巻等

の激しい突風による列車転覆等の被害の防止に資するため、竜巻注意情報を適時・適切

に発表するとともに、分布図形式の短時間予測情報として竜巻発生確度ナウキャストを

提供します。 

また、走行中の列車における地震発生時の転覆等の被害の防止に資するため、緊急地

震速報（予報及び警報）の鉄道交通における利活用の推進を図ります。 

気象、地象、水象に関する知識の普及のため、気象情報等の利用方法等に関する講習

会の開催、広報資料の作成・配布などを行うほか、防災機関の担当者を対象に、予報・警

報の伝達等に関する説明会を開催します。 

 

(5)  大規模な事故等が発生した場合の適切な対応 

関係機関 関東運輸局 

夜間・休日の緊急連絡体制等を点検・確認し、迅速かつ的確な情報の収集・連絡を行い

ます。 

また、幹線交通等における輸送障害等の社会的影響を軽減するため、鉄道事業者に対

し、列車の運行状況を適確に把握して、乗客への適切な情報提供を行うとともに、迅速

な復旧に必要な体制を整備するよう指導します。 

 

( 6)  鉄道車両の安全性の確保 

関係機関 関東運輸局 

科学技術の進歩を踏まえつつ、適時・適切に鉄道車両の構造・装置に関する保安上の

技術基準を見直します。 

また、事故発生時における乗客、乗務員の被害軽減のための方策や、鉄道車両の電子

機器等の誤動作防止のための方策の検討を行うための情報収集を行います。 

 

( 7)  救急・救助活動の充実 

関係機関 関東運輸局、県危機管理防災部 

鉄道の重大事故等が発生した際に、避難誘導、救急・救助活動を迅速かつ的確に行う
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ため、主要駅における防災訓練の充実や鉄道事業者と消防機関、医療機関その他の関係

機関との連携・協力体制の強化を図ります。 

また、鉄道職員に対する、自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用を含めた心肺蘇生法等

の応急手当の普及啓発活動を推進します。 

また、多数の負傷者が発生する大規模な事故に対処するため、高度に訓練された埼玉

県特別機動援助隊（愛称:埼玉 SMART（スマート））の充実、資機材の整備を図ります。 

 

４ 踏切道の安全の確保 

踏切事故については、長期的には減少傾向にありますが、改良すべき踏切道はま

だ残されています。 

そこで、引き続き、踏切事故防止対策を総合的かつ積極的に推進することにより、

踏切事故のない社会を目指します。 

 

( 1)  踏切道の立体交差化及び構造改良の促進 

関係機関 関東運輸局、県県土整備部 

歩行者安全対策が必要な踏切や狭隘な歩道がある踏切では、構造改良を推進します。 

また、「開かずの踏切」等の遮断時間が特に長い踏切で、かつ道路交通量の多い踏切道

や、主要な道路と交差するもの等については、連続立体交差化等により、踏切道の撤去

を促進するとともに、道路の新設・改築及び鉄道の新線建設に当たっても、極力立体交

差化を図ります。 

さらに、立体交差化までに時間のかかる場合は、早期に実施可能な対策として構造改

良を推進します。 

 

( 2)  踏切保安設備の整備及び交通規制の実施 

関係機関 関東運輸局、県警察本部 

踏切遮断機の整備されていない踏切道では、踏切道の利用状況、幅員、交通規制の状

況等を勘案し、踏切遮断機の整備を促進するとともに、必要に応じて警報時間制御装置

の整備等を進め、踏切遮断時間を極力短縮します。 

さらに、自動車交通量の多い踏切道では、必要に応じて障害物検知装置、オーバーハ

ング型警報装置、大型遮断装置等により事故防止効果の高い踏切保安設備の整備を進め

ます。 

また、道路の交通量、踏切道の幅員、踏切保安設備の整備状況、迂回路の状況等を勘案
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し、必要に応じて自動車通行止め、大型自動車通行止め、一方通行等の交通規制を実施

するとともに、道路標識等の高輝度化等による視認性の向上を図ります。 

 

( 3)  踏切道の統廃合の促進 

関係機関 関東運輸局、県県土整備部 

第３、４種踏切道など地域住民の通行に特に支障を及ぼさないと認められる踏切道に

ついては、統廃合を進めます。 

 

( 4)  踏切道の安全に関する知識の普及 

関係機関 関東運輸局、県警察本部 

車両等の踏切通行時の違反行為に対する指導取締りを積極的に行うとともに、自動車

運転者や歩行者等の踏切通行者に対し、安全意識の向上及び踏切支障時における非常ボ

タンの操作等の周知徹底を図ります。 



  

 

 

  



  

 

 


